
 
 
 

ＪＦワールド・ＣＢ・オープン 
 

目論見書 
（訂正事項分） 

2004年 1月 21日 
 

ジェー・ピー・モルガン･フレミング･アセット･マネジメント･ジャパン株式会社 
 

１．この目論見書により行うＪＦワールド・ＣＢ・オープンの受益証券の募集については、委託会

社は、証券取引法（昭和 23 年法第 25 号）第 5 条の規定により有価証券届出書を平成 15 年 10
月 29日に関東財務局長に提出しており、その届出の効力は平成 15年 10月 30日に生じており
ます。また、同法第 7条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成 16年 1月 21日に関
東財務局長に提出しております。 

２．ＪＦワールド・ＣＢ・オープンの受益証券の価額は、同ファンドに組入れられている有価証券

等の値動きの他為替変動による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資者の

皆様に帰属します。 
３．元金が保証されているものではありません。 
４．この目論見書に使用している税率は、平成 15 年 4 月 1 日現在のものですが、税制が改正され
た場合は、それにともない税率が変更される場合があります。 

 

Ⅰ．目論見書の訂正理由 

目論見書の記載事項のうち、訂正すべき事項がありますので、これを訂正するものです。 

訂正後および追加事項のみを表記する場合があります。 

 

Ⅱ．訂正箇所および訂正事項 

 

第二部 ファンド情報  第 1 ファンドの状況    

１．ファンドの性格 

（１）ファンドの目的及び基本的性格 

ファンドの特色 

 

③ 運用の効率化を図るため、マザーファンドの運用の指図に関する権限を J.P.モルガン・フレ

ミング・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッドに委託します。 

 

 

（３）ファンドの仕組み 

当ファンドの委託会社及び関係法人の名称、役割および契約等の概要は以下のとおりです。 

       （略） 

 

（参考）J.P.モルガン・フレミング・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッド(投資顧問会社) 

委託会社との契約により、マザーファンドに対し、委託会社から運用指図に関する

権限を受け、マザーファンドの運用指図を行います。 

 



 
 
 

２．投資方針 

（１）投資方針 （ロ）投資態度 

 

④ 投資効果を高める観点から、外貨建資産にかかる為替ヘッジは弾力的に行います。 

（為替ヘッジはベビーファンドで行い、原則としてマザーファンドでは為替ヘッジは行いま

せん。） 

 

⑤ マザーファンドの運用の委託先 

運用の効率化を図るため、マザーファンドの運用の指図に関する権限を J.P.モルガン・フ

レミング・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッドに委託します。 

           （略） 

 

 

６．管理及び運営 

（１）資産管理等の概要 

 

③換金手続等 

原則として毎営業日にいつでも換金することができます。換金の申込みの受付けは原則とし

て午後３時までとしますが、年末年始など半日立会日の場合の受付けは午前 11 時までとしま

す。これら受付時間を過ぎてからの申込みは翌営業日の取扱いとします。なお、換金に係る

手数料はありません。なお、換金価格は、毎営業日に計算され、販売会社に問い合わせるこ

とにより知ることができます。販売会社に関する照会は、上記「①資産の評価」の照会先ま

でお問い合わせ下さい。 

（略） 

 

 

＜ＪＦワールド・ＣＢ・オープン・マザーファンド約款＞ 

 
（運用の権限委託） 
第 16 条   委託者は、運用の指図に関する権限を次の者に委託します。 

J.P.モルガン・フレミング・アセット・マネジメント（ＵＫ）リミテッド 
10 Aldermanbury, London EC2V 7RF,United Kingdom 
②、③略 



発行・運用は 

JFワールド・CB・オープン
追加型株式投資信託／転換社債型／自動けいぞく投資可能

目論見書 2003.10



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項 

 

１．この目論見書により行うＪＦワールド･ＣＢ･オープンの受益証券

の募集については、委託会社は、証券取引法（昭和 23 年法第 25

号）第 5条の規定により有価証券届出書を平成 15年 10 月 29 日に

関東財務局長に提出しており、その届出の効力は平成 15 年 10 月

30 日に生じております。 
２．ＪＦワールド･ＣＢ･オープンの受益証券の価額は、ファンドに組

入れられる有価証券等の値動きの他為替変動による影響を受けま

すが、これらの運用による損益はすべて投資家の皆様に帰属しま

す。元金が保証されているものではありません。 
３．この目論見書に使用している税率は、平成 15年 4月 1 日現在のも

のですが、税制が改正された場合は、それにともない税率が変更

される場合があります。 

ＪＦワールド･ＣＢ･オープンは、主に世界各国の転換社債を投資対象

としますので、組入転換社債の価格の下落や、組入転換社債の発行会

社の倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し、損失

を被ることがあります。また、為替の変動により損失を被ることがあ

ります。 



 
 

 

 
 

 

平成15年10月29日有価証券届出書提出 

 

 

発 行 者 名          ：ジェー･ピー･モルガン･フレミング･アセット･マネジメント･ジャパン株式会社 

 

代 表 者の役職氏名          ：代表取締役社長 高 田 三 喜 雄          

 

本 店 の所在の場所          ：東京都港区赤坂５丁目２番20号赤坂パークビルヂング 
 

 

 

 

 

届出の対象とした募集 

 

募集内国投資信託受益証券に係るファンドの名称 

 

ＪＦワールド・ＣＢ･オープン 
 

 

募集内国投資信託受益証券の金額 

  

継続募集額 

 

1,000億円を上限とします。 
 

 

 

 

有価証券届出書の写しを縦覧に供する場所 

 
名 称 所 在 地 

該当事項はありません。 
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目論見書の概要 

    
ＪＦワールド・ＣＢ・オープンＪＦワールド・ＣＢ・オープンＪＦワールド・ＣＢ・オープンＪＦワールド・ＣＢ・オープン    

 

当概要は、目論見書本文の証券情報、ファンド情報などを要約したものです。 

詳細は目論見書本文をご覧ください。 

基 本 的 性 格 
契約型の追加型株式投資信託／転換社債型 

自動けいぞく投資可能 

ファンドの目的 

主として世界各国の転換社債を投資対象とするＪＦワールド・

ＣＢ・オープン・マザーファンド（以下「マザーファンド」と

いいます。）に投資し、安定した収益の確保および信託財産の

着実な成長をはかることを目的として運用を行います。 

主 な 投 資 対 象 マザーファンドを通じ世界各国の転換社債に投資します。 

投 資 制 限 
株式への投資は、純資産総額の 30％以下とします。 

外貨建資産への投資には、制限を設けません。 

基準価額の価額

変動リスクおよび 

信 用 リ ス ク 

組入れた外国の転換社債などの値動きや、それら転換社債の発

行者の信用状況の変化等により基準価額が大きく上下します。

また、為替変動により基準価額が変動します。これらにより投

資元本を割り込むことがあります。 

信 託 期 間 無期限です。 

決 算 日 

毎年 2回、原則として 1月 30 日と 7月 30 日に行います。 

決算日が休業日の場合は31日以降の最初の営業日を決算日とし

ます。 

収 益 分 配 

委託会社が収益分配方針に基づいて分配を行う予定です。ただ

し、分配対象額が少額の場合には分配を行わないこともありま

す。 

途 中 換 金 

原則としていつでも換金可能です。 

換金の代金は、原則として申込日より起算して５営業日目から

お支払いいたします。 
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お 申 込 み 単 位 

一般コース：１万口以上１万口単位または 1万円以上 1円単位 
自動けいぞく投資コース：１万円以上１円単位 
※お取扱いは販売会社によって異なりますので、詳しくは販売会社にお問

い合わせください。 

お 申 込 み 価 額 お申込み日の翌営業日の基準価額です。 

お申込み手数料 

お申込み価額に販売会社が定める手数料率を乗じて得た額とし

ます。ただし、有価証券届出書提出日現在、販売会社における

手数料率は、3.15％（税込）が上限となっております。なお、

手数料率には消費税等が含まれます。 

償 還 乗 換 え

優 遇  

償還乗換えによる取得の場合、お申込み手数料は販売会社によ

り異なります。 

信 託 報 酬 

純資産総額に対して年率 1.575％（税込）を乗じて得た額とし、

その配分は以下のとおりです。 

      委託会社                年率 0.735％（税込） 

      販売会社                年率 0.735％（税込） 

      受託会社                年率 0.105％（税込） 

申 込 期 間 

平成 15 年 10 月 30 日（木）～平成 16 年 10 月 29 日（金） 

※申込期間は、期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新され

ます。 

 

 
販売会社に関する照会は、下記の照会先までお問い合わせ下さい。 
照会先： 
ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社 
ヘルプデスク  TEL：０３－６２２９－２３５０ 
（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 
HP アドレス：http:// www.jpmorganfleming.co.jp 
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 リ ス ク 要 因 
 
 当ファンドおよびマザーファンドは、主に世界各国の転換社債を投資対象とします

ので、組入転換社債の価格の下落や、組入転換社債の発行会社の倒産、財務状況の悪

化等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、為替の変

動により損失を被ることがあります。従って、元金が保証されているものではありま

せん。ファンドに生じた利益および損失は、全て受益者に帰属することとなります。

なお、当ファンドおよびマザーファンドが有する主なリスクは以下のとおりです。 

 
① 転換社債の価格変動リスク 
転換社債の価格動向は、国内および国際的な政治・経済情勢の影響を受けます。

また、発行会社の倒産、財務状況の悪化等により転換社債の価格が下落すること

もあります。当ファンドおよびマザーファンドは、世界各国の転換社債で、積極

的に運用を行うため、組入比率は高位を保ちます。そのため、当ファンドおよび

マザーファンドの投資成果は、転換社債の価格変動または流動性の予想外の低下

があった場合、大きな損失が生じることがあります。 
② 金利変動リスク 
金利変動リスクとは、金利変動による債券価格が変動するリスクをいいます。一

般に金利が上昇した場合には、債券価格は下落します。各債券の値動きの幅は、

残存期間、発行体、債券の種類等に左右されます。また、発行会社の倒産、財務

状況の悪化等および国家の政情不安などにより、債務者が債権者に対して契約に

定められた元金支払いや利息をあらかじめ決められた条件で支払うことが出来な

くなる場合があります。 
③ 為替変動リスク 
為替相場の変動の影響による価格変動リスクです。当ファンドが外貨建資産を保

有するため、当該通貨と円との為替変動の影響を受け損失を生じることがありま

す。また、間接ヘッジを行った場合、当該通貨の値動きと主要国通貨の値動きが

異なる場合が想定され、これによる為替変動の影響により損失を生じることがあ

ります。また、マザーファンドは原則として為替ヘッジを行いません。このため

為替相場の変動により基準価額が変動することがあります。 
④  信用リスク 
企業の経営不振・倒産や国家の政情不安などにより、債務者が債権者に対して契

約に定められた元金支払いや利息をあらかじめ決められた条件で支払うことが出

来なくなる場合があります。このような状態になった場合、転換社債の価格が大

きく下落することがあります。 
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⑤ カントリーリスク 
当ファンドおよびマザーファンドが投資対象とする諸国の中には、金融、政情不

安など先進諸国に比べ脆弱な面があり、これらに起因する諸問題が、転換社債や

通貨に及ぼす影響は先進諸国以上に大きいものがあります。また、これらの諸国

の市場規模が小さく流動性が低いため、転換社債や通貨の価格変動が大きく、投

資元本を割り込むことがあります。また、政府当局による海外からの投資規制や

税制、海外への送金規制等種々の規制が緊急導入されたり、変更されたりするこ

とにより、運用上制約を受ける可能性が想定されます。状況によっては設定・解

約の申込を中止することがあります。 
⑥ 投資方針の変更リスク 
経済情勢や投資環境等の変化、および投資効率等の観点などから、投資対象およ

び投資手法の変更を行う場合があります。また、マザーファンドの運用の指図に

関する権限の委託先を変更する場合があります。 
⑦ 受益者（投資家）の解約・追加による資金流出入に伴うリスク 
一度に大量の解約があった場合に、解約資金の手当てをするため保有証券を大量

に売却することがあります。その際に基準価額が大きく変動する可能性がありま

す。また同様に、大量の追加があった場合にも、原則として、迅速に転換社債の

組入れを行いますが、買付け予定銘柄によっては流動性などの観点から買付け終

了までに時間のかかることもあります。また、マザーファンドを投資対象とする

他のファンドが設定されている場合には、当該ファンドの解約・追加により同様

の資金流出入に伴うリスクがあります。 
⑧ 繰上げ償還等のリスク 
当ファンドは、解約により純資産総額が 10億円を下回った場合などには、信託期
間の途中であっても、ファンドの適切な運用が難しいと委託会社が判断した時、

繰上げ償還することがあります。この場合には日本経済新聞に公告するとともに

受益者の皆様にお知らせします。 
また、投資環境の変化等により、委託会社が継続募集期間を更新しないことや募

集を停止することがあります。この場合は新たに当ファンドを購入することはで

きなくなります。 
⑨ その他のリスク 
その他予測不可能な事態（天変地異、クーデター等）が起きたときなど、市場が混

乱することが考えられます。これにより、市場が長期閉鎖することや急激な市況変

動が起こることがあります。このような場合、証券取引所の取引停止等やむを得な

い事情があるときは一時的に解約できないこともあります。また、これらにより、

一時的に当初のファンド運用方針に基づいた運用ができなくなるリスクなどがあ

ります。 
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申込手続および換金手続等 
     
（１）申 込 手 続 等        
当ファンドの受益証券の取得申込みは、申込期間における毎営業日に販売会社にて

受付けます。 
受益証券の価額は、申込日の翌営業日の基準価額とします。 
お申込単位は 
一般コース：１万口以上１万口単位、または 1万円以上 1円単位 
自動けいぞく投資コース：１万円以上１円単位 
※お取扱いは販売会社によって異なりますので、詳しくは販売会社にお問い合わせくださ

い。 
申込みには、申込手数料（税込）がかかります。 
申込みの受付けは原則として午後３時までとしますが、半日立会日の場合の受付け

は午前 11時までとします。これら受付時間を過ぎてからの申込みは翌営業日の取
扱いとします。 

 
（２）換 金 手 続 等        
原則としていつでも換金できます。 

お申込の窓口で１口単位で換金できます。 
なお、換金のお取扱いは「解約請求」のみとなります。 
① 手取額＝解約請求日の翌営業日の基準価額－所得税及び地方税（20％） 
所得税及び地方税＝超過額(基準価額－受益者毎の個別元本)×20％ 
（平成 16 年 1 月 1 日より変更となります。詳しくは、目論見書本文 「第１ ファンド

の状況 ４ 手数料等及び税金 (5)課税上の取扱い」をご参照ください。） 
② 解約代金は、解約請求日より起算して５営業日目以降に支払います。 
③ 大口の解約請求には制限を設ける場合があります。 
④ 申込みの受付けは原則として午後３時までとしますが、年末年始など半
日立会日の場合の受付けは午前 11時までとします。これら受付時間を過
ぎてからの申込みは翌営業日の取扱いとします。 

 
ただし、証券取引所の取引停止、外国為替の取引停止、その他やむを

得ない事情があるときは、受益証券の解約の受付けを中止することがあ

ります。 
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基本用語の解説 

目 論 見 書       
各ファンドの内容を詳しく説明している法定文書で、ファンド

の申込者にあらかじめまたは同時に交付または送付されます。 
※ファンドを購入する前に必ずお読みください。 

自動けいぞく投資 
ファンドから生じる収益分配金を投資家に払い出しせずに、税

金を差引いた後、ファンドの元本に組入れて再投資することを

いいます。 

純資産総額       
ファンドに組入れている株式や債券などの有価証券を時価評

価し、合計した金額から未払金等を差し引いた信託財産の実際

の総額をいいます。 

基 準 価 額       
純資産総額をファンドの総口数で割った 1 口あたりの時価の
ことをいいます。 

収 益 分 配       
ファンドが計算期間中に得た収益の中から投資家へ還元する

部分を収益分配といいます。分配の支払額は基準価額の水準、

市況動向、残存信託期間等を勘案して委託会社が決定します。

ただし、分配を行わない場合もあります。 

償還乗換え       
ファンドが満期等で償還となり、その償還金で、別のファンド

を購入することをいいます。当ファンドの場合、お申込み手数

料が販売会社により異なります。 

信 託 報 酬       
投資信託の運用・管理等にかかる費用で信託財産の中から委託

会社、受託会社、販売会社に支払われます。 

為替ヘッジ       

外国への投資する際、為替の変動による投資資産の変動リスク

を軽減する取引のことをいいます。為替ヘッジにはコストがか

かります。 

カントリーリスク 

外国に融資や投資を行う場合、相手国の信用度合のことをいい

ます。一般に信用度合の低い国は、資金回収不能になる危険性

が大きいといわれています。 

流 動 性       株式や債券などの組入有価証券の売買が、迅速かつ適正な価格
で行えるかどうかを計る尺度です。 

解 約 請 求       解約請求は、ファンドの資産を直接取り崩して投資家に返金す
ることをいいます。 
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第一部 証 券 情 報          
 

(1) フ ァ ン ド の 名 称          

 ＪＦワールド・ＣＢ・オープン（以下「当ファンド」といいます。） 

 

(2) 内国投資信託受益証券の形態等 

 当ファンドは、ジェー･ピー･モルガン･フレミング･アセット･マネジメント･ジャパン株式会社

（以下「委託者」または「委託会社」といいます。）を委託者とし、住友信託銀行株式会社（以

下「受託者」または「受託会社」といいます。）を受託者とする契約型の追加型株式投資信託で

す。 

 委託者は、当ファンドの無額面の受益証券（以下「受益証券」といいます。）を発行します。 

 受益証券は、無記名式です。なお、当初元本は１口当り１円です。 

 格付は取得していません。 

 

(3) 発 行 数          

  1,000億円相当口を上限とします。 

  相当口とは受益証券１口当たりの各発行価格に各発行口数を乗じて得た金額の累計額に相当す

る口数です。 

 

(4) 発 行 価 額 の 総 額          

  1,000億円を上限とします。 

 発行価額の総額とは受益証券１口当たりの各発行価格に各発行口数を乗じて得た金額の累計額

のことです。 

なお、上記金額には、下記の申込手数料（税込）は含みません。 

（申込手数料（税込）は、申込手数料に係る消費税および地方消費税（以下「消費税等」または

「税」といいます。）を含みます。） 

 

(5) 発 行 価 格          

 取得申込日の翌営業日の基準価額とします。 

※ 「基準価額」とは、純資産総額をその時の受益権口数で除した１口当りの価額をいいます。 

なお、便宜上1万口当たりに換算した価額で表示することがあります。基準価額は、販売会社

に問い合わせることにより知ることができます。また、基準価額は、原則として計算日の翌日

の日本経済新聞に掲載される予定です。 

販売会社に関する照会は、下記の照会先までお問い合わせ下さい。 

照会先： 

ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社 

ヘルプデスク  TEL：０３－６２２９－２３５０ 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 

HPアドレス：http:// www.jpmorganfleming.co.jp 
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(6) 申 込 手 数 料          

①  申込手数料は発行価格に販売会社が定める手数料率を乗じて得た額とします。ただし、有価

証券届出書提出日現在、販売会社における手数料率は、3.15％（税込）が上限となっておりま

す。なお、手数料率には消費税等が含まれます。 

手数料率は、販売会社に問い合わせることにより知ることができます。 

販売会社に関する照会は、下記の照会先までお問い合わせ下さい。 

照会先： 

ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社 

ヘルプデスク  TEL：０３－６２２９－２３５０ 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 

HPアドレス：http:// www.jpmorganfleming.co.jp 

②  償還乗換え（注）により当ファンドを買付ける場合には、当該償還金額の範囲内（単位型証

券投資信託あっては、当該償還金とその元本額とのいずれか大きい額とします。）で取得する

口数については、販売会社が個別に定める手数料率とします。なお、償還乗換えの際に償還金

等の支払いを受けたことを証する書面の提示を求めることがあります。 

＊「償還乗換え」とは、取得申込日の属する月の前３ヶ月以内に償還となった証券投資信託の

償還金（信託期間を延長した単位型証券投資信託および延長前の信託終了日以降、収益分配

金の再投資以外の追加信託を行わない追加型証券投資信託にあっては、延長前の信託終了日

以降でかつ取得申込日の属する月の前３ヶ月以内における受益証券の買取請求による売却代

金および一部解約金を含みます。）をもって、その支払を行った販売会社でファンドの取得

申込みを行う場合をいいます。 

③ 自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合には、取得する口数につい

て無手数料で取扱います。 

④ 販売会社によって、申込手数料を減免する規定を設けている場合には、当ファンドの申込

手数料は減免されることがあります。（詳しくは販売会社にお問い合わせください。） 

 

(7) 申 込 単 位          

分配金の受取方法により、「一般コース」と「自動けいぞく投資コース」の２つの申込方法が

あります。 

① 一般コース：１万口以上１万口単位または１万円以上１円単位 

② 自動けいぞく投資コース：１万円以上１円単位 

自動けいぞく投資契約に基づき収益分配金を再投資する場合には、１円単位とします。 

申込単位および申込コースは、販売会社により取扱いが異なりますので販売会社にお問い合

わせください。 

販売会社に関する照会は、下記の照会先までお問い合わせ下さい。 

照会先： 

ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社 

ヘルプデスク  TEL：０３－６２２９－２３５０ 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 

HPアドレス：http:// www.jpmorganfleming.co.jp 

 

(8) 申 込 期 間          

 継続募集に係る申込期間は平成15年10月30日（木）から平成16年10月29日（金）までです。 

＊なお、申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。 
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(9) 申 込 取 扱 場 所          

 申込期間中、販売会社において申込みを取扱います。 

販売会社に関する照会は、下記の照会先までお問い合わせ下さい。 

照会先： 

ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社 

ヘルプデスク  TEL：０３－６２２９－２３５０ 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 

HPアドレス：http:// www.jpmorganfleming.co.jp 

販売会社の取扱等につきましては、販売会社により全ての支店・営業所等で取扱いをしていな

い場合などがありますので、詳しくは、販売会社にお問い合わせ下さい。 

 

(10) 払 込 期 日          

 投資者は、取得申込日から起算して５営業日目までに申込代金を支払うものとします。なお、

販売会社が別に定める所定の方法により、上記の期日以前に取得申込代金をお支払いいただく場

合があります。 

 各取得申込日の発行価額の総額は、各販売会社によって、追加信託が行われる日に、委託者の

口座を経由して、受託者の指定するファンド口座に払い込まれます。 

 

(11) 払 込 取 扱 場 所          

 投資者は、申込みの販売会社(上記(9)申込取扱場所を参照して下さい。)に申込代金を支払う

ものとします。 

 

(12) 振替機関に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(13) そ の 他          

① 申込みの方法等 

当ファンドの受益証券の取得申込みは、申込期間における毎営業日に販売会社にて受付けま

す。当該受益証券の価額は、申込日の翌営業日の基準価額とします。申込みの受付けは原則と

して午後３時までとしますが、年末年始など半日立会日の場合の受付けは午前11時までとしま

す。これら受付時間を過ぎてからの申込みは翌営業日の取扱いとします。 

  当ファンドの受益証券の取得申込みは、申込期間における販売会社の営業日にいつでも行な

うことができます。 

 収益分配金の受取方法により、収益の分配時に収益分配金を受け取る「一般コース」と、収

益分配金が税引き後、無手数料で再投資される「自動けいぞく投資コース」の２つの申込方法

があります。 

 「自動けいぞく投資コース」を選択する場合、取得申込みを行う投資者は、当該販売会社と

の間で「自動けいぞく投資契約」を締結します。 

 また、自動けいぞく投資契約に加えて、別途、販売会社との間で「定時定額購入サービス」

等に関する契約＊を取交わした場合や確定拠出年金制度に基づくお申込みの場合、当該契約等

で規定する取得申込みの方法によるものとします。 

 ＊当該契約または規定については、同様の権利義務関係を規定する名称の異なる契約または規

定を使用することがあり、この場合、当該別の名称に読み替えるものとします。なお、「定時

定額購入サービス」等の取扱いの有無については、お申込みの販売会社にご確認ください。 

② 申込金額には利息はつきません。 

③ 日本以外の地域における発行はありません。 
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第二部 フ ァ ン ド 情 報          
 

第１ フ ァ ン ド の 状 況          

 

１．ファンドの性格 

(１) ファンドの目的及び基本的性格 

 追加型株式投資信託／転換社債型で、世界各国の転換社債を主要投資対象とし、安定した収益

の確保および信託財産の着実な成長をはかることを目的としたＪＦワールド・ＣＢ・オープン・

マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます。）を主要投資対象とします（後記２．投

資方針 (1)投資方針参照）。 

＊「転換社債型」とは、社団法人投資信託協会が定める商品の分類方法において、「約款上の株式

組入限度30％以下のファンドで、主として転換社債に投資するもの」として分類されるファンド

です。 

委託者は、受託者と合意のうえ金1,000億円を限度として信託金を追加することができます。 
 

ファンドの特色 

①  当ファンドは、ファミリーファンド＊方式で運用します。 

②  マザーファンドによる転換社債への投資にあたっては、投資地域分散をはかりながら、価

格水準、株価との連動性等の投資効率、発行企業自体の成長性および安定性等を総合的に勘

案して選定した銘柄に投資し、信託財産の着実な成長をめざした運用を行います。 

③  運用の効率化を図るため、マザーファンドの運用の指図に関する権限をＪＦアセット・マ

ネジメント・リミテッドに委託します。 

④  当ファンドの為替ヘッジは、市況環境やファンドの資金動向に応じて他通貨ヘッジを行う

等弾力的に対応します。 

＊ファミリーファンド方式とは、受益者から投資された資金をまとめてベビーファンド（ＪＦ

ワールド・ＣＢ・オープン）とし、その資金をマザーファンドに投資して、その実質的な

運用を行う仕組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２) フ ァ ン ド の 沿 革          

 平成13年９月28日  当ファンド及びマザーファンドの設定・運用開始 

 

お申込金 

（受益者） 

 

ＪＦワールド・ 

ＣＢ・オープン 

 

（ベビーファンド）（ベビーファンド）（ベビーファンド）（ベビーファンド）    

 

ＪＦワールド・ 

ＣＢ・オープン・ 

マザーファンド 

（マザーファンド）（マザーファンド）（マザーファンド）（マザーファンド）    

 

世界各国の

転換社債 

申込金 投資 投資 

損益 損益 損益等 
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（３）ファンドの仕組み 

 

 

 
 
 
 

 
 
 

 

 

  

当ファンドの委託会社および関係法人の名称、役割ならびに契約書等の概要は以下のとおりです。 

① ジェー･ピー･モルガン･フレミング･アセット･マネジメント･ジャパン株式会社（委託会社） 

 当ファンドの委託者として信託財産の運用指図、信託約款の届出、受託会社との信託契約の
締結・解約の実行、目論見書の作成・運用報告書の作成・交付、信託財産に組入れた有価証券
の議決権の行使、信託財産の計算（受益証券の基準価額の計算）、信託財産に関する帳簿書類
の作成等を行います。 

② 住友信託銀行株式会社（受託会社） 

（再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社） 
 当ファンドの受託者として委託会社との信託契約の締結、信託財産の保管・管理、信託財産の計
算（受益証券の基準価額の計算）、受益証券の認証、外国証券を保管・管理する外国の金融機関
への指示および連絡等を行います。 

③ 販売会社 

  委託会社との契約により、当ファンドの販売会社として、受益証券の募集の取扱い、目論見書の
交付、運用報告書の交付代行、受益証券の保護預かり、信託財産の一部解約に関する事務、受益
者への収益分配金・一部解約金・償還金の支払に関する事務、収益分配金の再投資に関する事務
等を行います。 
（参考）ＪＦアセット・マネジメント・リミテッド（投資顧問会社） 

 委託会社との契約により、マザーファンドに対し、委託会社から運用指図に関する権
限を受け、マザーファンドの運用指図を行います。 

委託会社の概況 

資本金  2,218百万円（本書提出日現在） 

 会 社 の 沿 革          

 昭和46年 ジャーディン・フレミング、日本市場の成長性に着目し東京に駐在員事務所を開設 
 昭和60年 ジャーディン・フレミング投資顧問株式会社設立、さらに投資顧問業法施行に伴い

昭和62年に投資一任契約業務の認可を受ける。 
 平成２年 ジャーディン・フレミング投信株式会社設立 
 平成７年 ジャーディン・フレミング投資顧問株式会社とジャーディン・フレミング投信株式

会社が合併し、ジャーディン フレミング投信・投資顧問株式会社となった。 
 平成13年 ジェー･ピー･モルガン･フレミング･アセット･マネジメント･ジャパン株式会社に商

号変更した。 

 大 株 主 の 状 況         （本書提出日現在）   

名 称 住 所 所有株式数(株) 比率(％) 

ジェー・ピー・モルガン・フレミング・ 
アセット･マネジメント（アジア）インク 米国デラウェア州 56,265 100 

 取扱い会社 

(販売会社) 

お申込みの手続き

や分配金、償還金

等のお支払等を行

います。 

 

住友信託銀行 

株式会社 

（受託会社） 

信託財産の保

管・管理・計算

等を行います 

ｼﾞｪｰ･ﾋﾟｰ･ﾓﾙｶﾞﾝ･

ﾌﾚﾐﾝｸﾞ･ｱｾｯﾄ･ﾏﾈ

ｼﾞﾒﾝﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

株式会社 

(委託会社) 

信託財産の運用

指図を行い、受

益証券を発行し

ます。 

お申込み者 

（受益者） 

ファンドの受

益証券を取得

された方が受

益者です。 

 

有価証券 

お申込金 お申込金 信託金 

投資 

分配金 

償還金等 

損益 

損益 

証券投資信託受益証券の

募集･販売の取扱い等に

関する契約 

分配金 

償還金等 証券投資信託契約 
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２．２．２．２．投 資 方 針投 資 方 針投 資 方 針投 資 方 針                                        

(１）投 資 方 針 

(イ）運 用 方 針        

当ファンドは、主として世界各国の転換社債を投資対象とし、安定した収益の確保および信託財

産の着実な成長をはかることを目的とするマザーファンドの受益証券を主要投資対象とします。 

 

(ロ）投 資 態 度        

以下はマザーファンドにおける投資態度です。  

 

① 転換社債への投資にあたっては、投資地域分散をはかりながら、価格水準、株価との連動

性等の投資効率、発行企業自体の成長性および安定性等を総合的に勘案して選定した銘柄

に投資し、信託財産の着実な成長をめざした運用を行います。 

② 運用哲学 

優先項目： 

・銘柄選択 

・市場アロケーション 

・クレジット分析 

・ＣＢテクニカル要因：コールリスク 

           株式連動性（デルタ） 

           イールド 

           予想ボラティリティー 

 

 

※スタイルローテーション：債券型⇔株式連動型 

 

 

債券型債券型債券型債券型CB
（（（（株価連動率株価連動率株価連動率株価連動率 30%前後）前後）前後）前後）

バランス型バランス型バランス型バランス型CB 株式型株式型株式型株式型CB
（（（（株価連動率株価連動率株価連動率株価連動率 60%前後前後前後前後)

· 乖離率が大きい
· 債券価値に近い
· 限られた下値

· 魅力的なリスク・リターン特性
· 相対的に乖離率は小さい
· 株式に比べ優位な利回り

· 乖離率が小さい、または逆乖離
· 高めのリスク・リターン特性

•  株式と債券、両方の性質を兼ね備えている
•  一般的に長期的には株価上昇のメリットを享受でき、さらに短期的な株価下落に対しては限
定された下値リスクが特徴

○ 転換社債の特徴 
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③ 運用体制および運用プロセス 

 

１．転換社債の投資に当たっては世界的な運用拠点網を最大限に活用し、調査分析を行った

上で銘柄選択をします。 

２．グローバル債券運用グループ（＊１）が中心となって当ファンドの運用を行いますが、転換

社債は、債券と株式の両面の性格を有しているため、ファンドの運用に当たって世界に

運用拠点を置く各国株式運用グループの株式分析等から得た情報を活用します。 

（＊１）グローバル債券グループは、ロンドン、香港、日本等に拠点を置いており、地域別に

債券の調査分析等を行っています。 

 

 

 

 

④ 投資効果を高める観点から、外貨建資産にかかる為替ヘッジは弾力的に行います。 

 

⑤ マザーファンドの運用の委託先 

 運用の効率化を図るため、マザーファンドの運用の指図に関する権限をＪＦアセット･マネ

ジメント･リミテッドに委託します。 

 委託に係る費用：信託報酬のうち、委託者が受ける報酬から支弁するものとし、信託財産

の純資産総額に対し年１万分の42の率を乗じて得た額とします。 

 なお、運用の指図に関する権限の委託先は、今後変更となる場合があります。 

 

グローバル株価ランキンググローバル株価ランキンググローバル株価ランキンググローバル株価ランキンググローバル株価ランキンググローバル株価ランキンググローバル株価ランキンググローバル株価ランキング

- - セクター・アナリストによる地域横断セクター・アナリストによる地域横断セクター・アナリストによる地域横断セクター・アナリストによる地域横断セクター・アナリストによる地域横断セクター・アナリストによる地域横断セクター・アナリストによる地域横断セクター・アナリストによる地域横断

的な分析のインプット的な分析のインプット的な分析のインプット的な分析のインプット的な分析のインプット的な分析のインプット的な分析のインプット的な分析のインプット

ＣＢのバリュエーション測定ＣＢのバリュエーション測定ＣＢのバリュエーション測定ＣＢのバリュエーション測定ＣＢのバリュエーション測定ＣＢのバリュエーション測定ＣＢのバリュエーション測定ＣＢのバリュエーション測定

グローバル債券運用グローバル債券運用グローバル債券運用グローバル債券運用
グループグループグループグループ

各地域別株式運用グループ各地域別株式運用グループ各地域別株式運用グループ各地域別株式運用グループ

（日本株運用グループ、アジ（日本株運用グループ、アジ（日本株運用グループ、アジ（日本株運用グループ、アジ
ア株運用グループ、欧州株ア株運用グループ、欧州株ア株運用グループ、欧州株ア株運用グループ、欧州株
運用グループなど）運用グループなど）運用グループなど）運用グループなど）

グローバル・ポートフォリオ・グローバル・ポートフォリオ・グローバル・ポートフォリオ・グローバル・ポートフォリオ・
グループグループグループグループ

（グローバル株式運用）（グローバル株式運用）（グローバル株式運用）（グローバル株式運用）

グローバルＣＢグローバルＣＢグローバルＣＢグローバルＣＢ
運用グループ運用グループ運用グループ運用グループ

株価バリュエーションの測定株価バリュエーションの測定株価バリュエーションの測定株価バリュエーションの測定株価バリュエーションの測定株価バリュエーションの測定株価バリュエーションの測定株価バリュエーションの測定

--各地域別株式運用グループにより各地域別株式運用グループにより各地域別株式運用グループにより各地域別株式運用グループにより各地域別株式運用グループにより各地域別株式運用グループにより各地域別株式運用グループにより各地域別株式運用グループにより
世界全体で世界全体で世界全体で世界全体で世界全体で世界全体で世界全体で世界全体で2,6002,600銘柄にレーティン銘柄にレーティン銘柄にレーティン銘柄にレーティン銘柄にレーティン銘柄にレーティン銘柄にレーティン銘柄にレーティン

グを付与グを付与グを付与グを付与グを付与グを付与グを付与グを付与

企業訪問企業訪問企業訪問企業訪問企業訪問企業訪問企業訪問企業訪問 信用分析信用分析信用分析信用分析信用分析信用分析信用分析信用分析

CBCBポートフォリオポートフォリオポートフォリオポートフォリオポートフォリオポートフォリオポートフォリオポートフォリオ

地域別のマクロ分析地域別のマクロ分析地域別のマクロ分析地域別のマクロ分析地域別のマクロ分析地域別のマクロ分析地域別のマクロ分析地域別のマクロ分析
––成長力成長力成長力成長力成長力成長力成長力成長力
––物価動向物価動向物価動向物価動向物価動向物価動向物価動向物価動向
––金利動向金利動向金利動向金利動向金利動向金利動向金利動向金利動向
––信用スプレッド信用スプレッド信用スプレッド信用スプレッド信用スプレッド信用スプレッド信用スプレッド信用スプレッド

国別要因の分析国別要因の分析国別要因の分析国別要因の分析国別要因の分析国別要因の分析国別要因の分析国別要因の分析
––国家債務国家債務国家債務国家債務国家債務国家債務国家債務国家債務  
––金利金利金利金利金利金利金利金利
––輸出入輸出入輸出入輸出入輸出入輸出入輸出入輸出入
––政治動向政治動向政治動向政治動向政治動向政治動向政治動向政治動向

各地域別株式運用グループ各地域別株式運用グループ各地域別株式運用グループ各地域別株式運用グループ

各地域別株式運用グループ各地域別株式運用グループ各地域別株式運用グループ各地域別株式運用グループ

グローバル債券運用グローバル債券運用グローバル債券運用グローバル債券運用
グループグループグループグループ
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（２） 投 資 対 象          

(イ）この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。(信託約款第

21条) 

① 次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１

項で定めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．有価証券指数等先物取引に係る権利 

ハ．有価証券オプション取引に係る権利 

ニ．外国市場証券先物取引に係る権利 

ホ．金銭債権（イ、ヘ、チに掲げるものを除きます。） 

ヘ．約束手形（証券取引法第２条第１項第８号に掲げるものを除きます） 

ト．金融先物取引等にかかる権利 

チ．金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第４条第６号で定

める「スワップ取引」に限ります。）にかかる権利 

リ．金銭を信託する信託（信託財産を主として前各号に掲げる資産に対する投資として運用

することを目的とする場合に限ります。）の受益権 

② 次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．外国有価証券市場において行われる有価証券先物取引と類似の取引にかかる権利 

ロ．為替手形 

(ロ）委託者は、（イ)の資産のうち主としてマザーファンドの受益証券および次の有価証券に投

資することを指図します。（信託約款第22条） 

① 株券または新株引受権証書 

② 国債証券 

③ 地方債証券 

④ 特別の法律により法人の発行する債券 

⑤ 社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新

株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

⑥ コマーシャル・ペーパー 

⑦ 外国または外国法人の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有す

るもの 

⑧ 新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。）および新株

予約権証券（外国または外国法人が発行する証券または証書で、かかる性質を有するものを

含みます。以下同じ。） 

⑨ 外国法人の発行する証券または証書で、銀行業を営む者その他の金銭の貸付けを業として

行う者の貸付債権を信託する信託の受益権またはこれに類する権利を表示するもの（以下

「外国貸付債権信託受益証券」といいます。） 

⑩ 外国法人が発行する譲渡性預金証書 

⑪ 銀行、信託会社その他政令で定める金融機関または主として住宅の取得に必要な長期資金

の貸付けを業として行う者の貸付債権を信託する信託の受益権および外国法人に対する権利

で同様の権利の性質を有するもの（以下「貸付債権信託受益権」といいます。） 

 なお、①の証券または証書および⑦の証券または証書のうち①の証券または証書の性質を有

するものを以下「株式」といい、②から⑤までの証券および⑦の証券のうち②から⑤までの証

券の性質を有するものを以下「公社債」といいます。 

(ハ）委託者は、信託金を、前記(ロ)の有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運用するこ
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との指図をすることができます。 

① 預金 

② 指定金銭信託 

③ コール･ローン 

④ 手形割引市場において売買される手形 

(ニ）前記(ロ)にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委

託者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、前記(ハ)①から④までに掲げる金

融商品により運用することの指図をすることができます。 

 

（３）運 用 体 制          

①当社の運用業務は「組織規定」により、JFジャパン・ポートフォリオ・グループ、JFグロー

バル・ポートフォリオ・グループ、JF債券グループ、セントラル・ディーリング室及びポー

トフォリオ分析室からなる運用本部を主管部署とし、チーフ・インベストメント・オフィ

サー（CIO－運用本部長）が統括しています。運用本部の主な業務は内外の経済、産業、企

業及び資本市場等の動向に関する調査・研究を基に投資信託の運用計画を策定し、これを実

施することです。 

 

②「運用業務規定」及びその他の社内規則等により、CIO及び各運用担当者等の権限を定めて

います。CIOは投資戦略会議を主催し、運用担当者との協議を行い、投資ユニバース及び調

査重点銘柄の選定、調査銘柄の格付け、モデルポートフォリオの策定等、運用の基本方針を

決定します。各運用担当者は担当するポートフォリオについてその運用ガイドライン、ベン

チマーク等に応じてCIOにより決定された基本方針（投資格付け、モデルポートフォリオ

等）を参考に実際の個々の投資判断を行い、取引の発注・管理はセントラル・ディーリング

室が行います。ポートフォリオ分析室は運用実績の分析を行い、その結果をCIO及びインベ

ストメント･ダイレクターに報告します。 

 

（４） 分   配   方  針 

  毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。 

① 分配対象額の範囲 

 繰越分を含めた利息等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。 

② 分配対象額についての分配方針 

委託者が基準価額水準、市況動向等を勘案して、分配金額を決定します。ただし、分配対象

収益が少額の場合は分配を行わないことがあります。 

③ 留保益の運用方針 

留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本部分と同一の運

用を行います。 

 

（５）投 資 制 限          

(イ）ＪＦワールド・ＣＢ・オープン約款（以下「信託約款」といいます。）は、委託者による

当ファンドの運用に関して以下のような一定の制限および限度を定めています。 

① 株式への投資制限（運用の基本方針２．(3)投資制限および信託約款第22条第４項） 

 株式（新株引受権証券を含む。）への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の30％以下

とします。 

② 新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信託財産の純

資産総額の20％以下とします。（運用の基本方針２．(3)投資制限および信託約款第22条第
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５項） 

③ 同一銘柄の株式等への投資制限（信託約款第25条） 

Ａ 委託者は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額とマザーファン

ドの信託財産に属する当該株式の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計

額が、信託財産の純資産総額の100分の10を超えることとなる投資の指図をしません。 

Ｂ 委託者は、信託財産に属する同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券の時価総

額とマザーファンドの信託財産に属する当該新株引受権証券および当該新株予約権証券の

時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の

100分の５を超えることとなる投資の指図をしません。 

C  前記Ａ及びＢにおいて信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザー

ファンドの受益証券の時価総額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該

株式または新株引受権証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

④ 同一銘柄の転換社債等への投資制限（信託約款第29条） 

 委託者は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債ならびに新株予約権付社債のうち商法第

341条ノ3第1項第7号および第8号の定めがあるもの（以下転換社債等といいます。）の時価

総額とマザーファンドの信託財産に属する当該転換社債等の時価総額のうち信託財産に属す

るとみなした額（信託財産に属するマザーファンドの時価総額にマザーファンドの信託財産

の純資産総額に占める転換社債等の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。）との合計

額の時価総額が、信託財産の純資産総額の100分の10を超えることとなる投資の指図をしま

せん。 

⑤ 外貨建資産への実質投資割合には、制限を設けません。（運用の基本方針２．(3)投資制

限） 

⑥ 投資する株式等の範囲（信託約款第24条） 

Ａ 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、証券

取引所に上場（上場予定を含みます。）されている株式の発行会社の発行するもの、証券

取引所に準ずる市場において取引されている株式の発行会社の発行するものとします。た

だし、株主割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約

権証券については、この限りではありません。 

Ｂ 前記Ａの規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新

株予約権証券で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについ

ては委託者が投資することを指図することができるものとします。 

⑦ 信用取引の指図範囲（信託約款第26条） 

Ａ 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けるこ

との指図をすることができる。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡しま

たは買い戻しにより行うことの指図をすることができるものとします。 

Ｂ 前記Ａの信用取引の指図は、次の各号に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券につ

いて行うことができるものとし、かつ次の各号に掲げる株券数の合計数を超えないものと

します。 

１．信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２．株式分割により取得する株券 

３．有償増資により取得する株券 

４．売り出しにより取得する株券 

５．信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（商法第341条ノ3第1項第7号

および第8号の定めがある新株予約権付社債券の新株予約権に限ります。）の行使によ
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り取得可能な株券 

６．信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、ま

たは信託財産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（前号に

定めるものを除きます。）の行使により取得可能な株券 

⑧ 先物取引等の運用指図・目的・範囲（信託約款第27条） 

Ａ 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動リスクを回避するため、わが

国の証券取引所における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプ

ション取引ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行うこ

との指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取り扱う

ものとします。（以下同じ。） 

１．先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付けの

指図は、建玉の合計額が、ヘッジの対象とする有価証券（以下「ヘッジ対象有価証券」

といいます。）の時価総額の範囲内とします。 

２．先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付けの

指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象有価証券の組入可能額（組入ヘッジ対象有価証券

を差し引いた額）に信託財産が限月までに受け取る組入公社債および組入外国貸付債権

信託受益証券ならびに組入貸付債権信託受益権の利払金および償還金を加えた額を限度

とし、かつ信託財産が限月までに受け取る組入有価証券にかかる利払金および償還金等

ならびに信託約款第12条第２項各号に掲げる金融商品で運用している額の範囲内としま

す。 

３．コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、⑧で規定する全オ

プション取引にかかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額

の５％を上回らない範囲内とします。 

Ｂ 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避するため、わが国の取引所に

おける通貨にかかる先物取引ならびに外国の取引所における通貨にかかる先物取引および

オプション取引を次の範囲で行うことの指図をすることができます。 

１．先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付けの

指図は、建玉の合計額が、為替の売予約と合わせて、ヘッジ対象とする外貨建資産（外

国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金その他の資産を

いいます。以下同じ。）の時価総額とマザーファンドの信託財産に属するヘッジ対象と

する外貨建資産のうち信託財産に属するとみなした額（信託財産に属するマザーファン

ドの受益証券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占めるヘッジ対象

とする外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。）の合計額の範囲内と

します。 

２．先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付けの

指図は、建玉の合計額が、為替の買予約と合わせて、外貨建有価証券の買付代金等実需

の範囲内とします。 

３．コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、支払いプレミアム

額の合計額が取引時点の保有外貨建資産の時価総額の５％を上回らない範囲内とし、か

つ⑧で規定する全オプション取引にかかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信

託財産の純資産総額の５％を上回らない範囲内とします。 

Ｃ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、わが国の取引所に

おける金利にかかる先物取引およびオプション取引ならびに外国の取引所におけるこれら

の取引と類似の取引を次の範囲で行うことの指図をすることができます。 
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１．先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付けの

指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象とする金利商品（信託財産が受け取る組入有価証

券の利払金および償還金等ならびに信託約款第12条第２項各号に掲げる金融商品で運用

されているものをいい、以下「ヘッジ対象金利商品」といいます。）の時価総額の範囲

内とします。 

２．先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付けの

指図は、建玉の合計額が、信託財産が限月までに受け取る組入有価証券にかかる利払金

および償還金等ならびに信託約款第12条第２項各号に掲げる金融商品で運用している額

（以下本号において金融商品運用額等といいます。）の範囲内とします。ただしヘッジ

対象金利商品が外貨建で信託財産の外貨建資産組入可能額（約款上の組入可能額から保

有外貨建資産の時価総額を差し引いた額。以下同じ。）に信託財産が限月までに受け取

る外貨建組入公社債および組入外国貸付債権信託受益証券ならびに外貨建組入貸付債権

信託受益権の利払金および償還金を加えた額が当該金融商品運用額等の額より少ない場

合には外貨建資産組入可能額に信託財産が限月までに受け取る外貨建組入有価証券にか

かる利払金および償還金等を加えた額を限度とします。 

３．コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、支払いプレミアム

額の合計額が取引時点のヘッジ対象金利商品の時価総額の５％を上回らない範囲内とし、

かつ⑧で規定する全オプション取引にかかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の

信託財産の純資産総額の５％を上回らない範囲内とします。 

⑨ スワップ取引の運用指図・目的・範囲（信託約款第28条） 

 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクおよび為替変動

リスクを回避するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元

本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことの

指図をすることができます。 

Ａ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託約款第４条

に定める信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解

約が可能なものについてはこの限りではありません。 

Ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の総

額とマザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の額のうち信託財産に属

するとみなした額との合計額（以下「スワップ取引の想定元本の合計額」といいます。以

下本項において同じ。）が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。なお、信託

財産の一部解約等の事由により、上記純資産総額が減少して、スワップ取引の想定元本の

合計額が信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その

超える額に該当するスワップ取引の一部の解約を指図するものとします。 

Ｃ．前記Ｂにおいてマザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の総額のう

ち信託財産に属するとみなした額とは、マザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引

の想定元本の総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める信託財産に属するマ

ザーファンドの受益証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

Ｄ．スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額

で評価するものとします。 

Ｅ．委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたとき

は、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

⑩ 有価証券の貸付の指図および範囲（信託約款第30条） 

Ａ 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債
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を次の各号の範囲内で貸付けの指図をすることができます。 

１ 株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株

式の時価合計額を超えないものとします。 

２ 公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で

保有する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

Ｂ 前記Ａ各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超

える額に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。 

Ｃ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行う

ものとします。 

⑪ 特別の場合の外貨建有価証券への投資（信託約款第31条） 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認め

られる場合には、制約されることがあります。 

⑫ 外国為替予約の指図（信託約款32条） 

 委託者は、信託財産に属する外貨建資産とマザーファンドの信託財産に属する外貨建資産

のうち信託財産に属するとみなした額（信託財産に属するマザーファンドの時価総額にマ

ザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額

をいいます。）との合計額について、当該外貨建資産のヘッジのため、外国為替の売買の予

約を指図することができます。 

⑬ 資金の借入れ（信託約款第41条） 

Ａ 委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に伴

う支払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含

みます。）を目的として、または再投資にかかる収益分配金の支払資金の手当てを目的と

して、資金借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をすることができます。

なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行なわないものとします。 

Ｂ 一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開始日

から信託財産で保有する有価証券の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金

支払開始日から信託財産で保有する金融商品の解約代金入金日までの間もしくは受益者へ

の解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が

５営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券の売却代金、金融商

品の解約代金および有価証券等の償還金の合計額を限度とします。ただし、資金借入額は

借入れ指図を行う日における信託財産の純資産総額の10％以内とします。 

Ｃ 収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産から収益分配金が支弁される日からそ

の翌営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

Ｄ 借入金の利息は信託財産中より支弁します。 

(ロ）「投資信託及び投資法人に関する法律」（以下｢投信法｣といいます。）および関係政省令

には以下のような投資制限があります。 

① 委託会社は、投資信託財産の純資産総額に100分の50を乗じて得られる額が当該投資信託

財産に係る次のイおよびロに掲げる額（これに係る取引のうち当該取引が評価損を生じたの

と同じ事由により評価益を生じた取引がある場合には当該評価益の合計額を控除した額とし

ます。）およびハならびにニに掲げる額の合計額を下回ることとなるにもかかわらず、当該

投資信託財産に係る有価証券先物取引等（投信法施行規則第27条第４項において定義されて

いる「有価証券先物取引等」を意味します。）を行うことまたは継続することを受託会社に

指図してはなりません。 

イ 当該投資信託財産に係る先物取引等評価損（有価証券オプション取引等および有価証券
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店頭オプション取引等の売付約定に係るものを除きます。） 

ロ 当該投資信託財産に係る有価証券オプション取引等および有価証券店頭オプション取引

等のうち売付約定に係るものにおける原証券等の時価とその行使価格との差額であって当

該オプションの行使に伴い発生すると見込まれる損失の額から当該オプションに係る帳簿

価額を控除した金額であって評価損となるもの 

ハ 当該投資信託財産をもって取得し現在保有している新株引受権を表示する証券または証

書に係る時価とその帳簿価額の差額であって評価損となるもの 

ニ 当該投資信託財産をもって取得し現在保有しているオプションを表示する証券または証

書に係る時価とその帳簿価額との差額であって評価損となるもの 

② 委託会社は、同一の法人の発行する株式について、委託会社が運用の指図を行う全ての委

託者指図型投資信託につき投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が、当該

株式に係る議決権の総数に100分の50を乗じて得た数を超えることとなる場合においては、

当該株式を投資信託財産をもって取得することを受託会社に指図してはなりません。 

 

（参考）マザーファンド（ＪＦワールド・ＣＢ・オープン・マザーファンド）の概要 

 

（２） マザーファンドの投資対象 

（イ）この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。(マザーファ

ンド信託約款第13条) 
① 次に掲げる特定資産（｢特定資産｣とは、投資信託及び投資法人に関する法律第2条第1項で
定めるものをいいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．有価証券指数等先物取引に係る権利 

ハ．有価証券オプション取引に係る権利 

ニ．外国市場証券先物取引に係る権利 

ホ．金銭債権（イ、ヘ、チに掲げるものを除きます。） 

ヘ．約束手形（証券取引法第2条第1項第8号に掲げるものを除きます） 
ト．金融先物取引等にかかる権利 

チ．金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第4条第6号で定め
る｢スワップ取引｣に限ります。）にかかる権利 

リ．金銭を信託する信託（信託財産を主として前各号に掲げる資産に対する投資として運用

することを目的とする場合に限ります。）の受益権 

 次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．外国有価証券市場において行われる有価証券先物取引と類似の取引にかかる権利 

ロ．為替手形 

（ロ）委託者（マザーファンド信託約款第16条に規定する委託者から委託を受けた者を含みます。
以下、第15条、第17条から第23条まで、第25条、第32条から第34条までについて同じ。）は、
信託金を、前条の資産のうち主として次の有価証券に投資することを指図します。（マザー

ファンド信託約款第14条） 
①株券または新株引受権証書 

②国債証券 

③地方債証券 

④特別の法律により法人の発行する債券 

⑤社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新
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株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

⑥コマーシャル・ペーパー  

⑦外国または外国法人の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有

するもの 

⑧新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。）および新

株予約権証券（外国または外国法人が発行する証券または証書で、かかる性質を有するも

のを含みます。） 

⑨外国法人の発行する証券または証書で、銀行業を営む者その他の金銭の貸付けを業とし

て行う者の貸付債権を信託する信託の受益権またはこれに類する権利を表示するもの（以

下「外国貸付債権信託受益証券」といいます。） 

⑩外国法人が発行する譲渡性預金証書 

⑪銀行、信託会社その他政令で定める金融機関または主として住宅の取得に必要な長期資金

の貸付けを業として行う者の貸付債権を信託する信託の受益権および外国法人に対する権

利で同様の権利の性質を有するもの（以下「貸付債権信託受益権」といいます。） 

なお、①の証券または証書および⑦の証券または証書のうち①の証券または証書の性質

を有するものを以下「株式」といい、②から⑤までの証券および⑦の証券のうち②から⑤

までの証券の性質を有するものを以下「公社債」といいます。 

（ハ）委託者は、信託金を、前記（ロ）に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運

用することを指図することができます。 

１． 預金 

２． 指定金銭信託 

３． コ－ル・ロ－ン 

４． 手形割引市場において売買される手形 

（ニ）前記（ロ）にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、

委託者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、前記（ハ）に掲げる金融商品

により運用することの指図ができます。 

 

(3) マザーファンドの投資制限 

（イ）ＪＦワールド・ＣＢ・オープン・マザーファンド約款（以下「マザーファンド信託約款」

といいます。）は、委託者による当ファンドの運用に関して以下のような一定の制限および限

度を定めています。 

① 株式への投資制限（運用の基本方針２．(3)投資制限およびマザーファンド信託約款第14

条第４項） 

 株式（新株引受権証券を含む。）への投資は、信託財産の純資産総額の30％以下とします。 

② 新株引受権証券および新株予約権証券への投資は、取得時において信託財産の純資産総額

の20％以下とします。（運用の基本方針２．(3)投資制限およびマザーファンド信託約款第

14条第５項） 

③ 同一銘柄の株式への投資は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下とします。

（運用の基本方針２．(3)投資制限およびマザーファンド信託約款第18条第１項） 

④ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資は、信託財産の純資産総額の

５％以下とします。（運用の基本方針２．(3)投資制限およびマザーファンド信託約款第18

条第２項） 

⑤ 同一銘柄の転換社債および新株予約権付社債のうち商法第341条ノ3第1項第7号および第8

号の定めがあるものへの投資は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。（運用の基本
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方針２．(3)投資制限およびマザーファンド信託約款第22条） 

⑥ 外貨建資産への投資には、制限を設けません。（運用の基本方針２．(3)投資制限） 

⑦ 投資する株式等の範囲（マザーファンド信託約款第17条） 

Ａ 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、証券取

引所に上場されている株式の発行会社の発行するもの、および証券取引所に準ずる市場に

おいて取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または

社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、こ

の限りではありません。 

Ｂ 前記Ａの規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株

予約権証券で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては

委託者が投資することを指図することができるものとします。 

⑧  信用取引の指図範囲（マザーファンド信託約款第19条） 

 Ａ 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けること

の指図をすることができます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡しま

たは買い戻しにより行うことの指図をすることができるものとします。 

Ｂ 前記Ａの信用取引の指図は、次の各号に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券につい

て行うことができるものとし、かつ次の各号に掲げる株券数の合計数を超えないものとしま

す。 

１． 信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２． 株式分割により取得する株券 

３． 有償増資により取得する株券 

４． 売り出しにより取得する株券 

５． 信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（商法第341条ノ3第1項第7号

および第8号の定めがある新株予約権付社債の新株予約権に限ります。）の行使により

取得可能な株券 

６． 信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の新株引受権の行使、ま

たは信託財産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債券の新株予約権（前号に

定めるものを除きます。）の行使により取得可能な株券 

⑨  先物取引等の運用指図・目的・範囲（マザーファンド信託約款第20条） 

Ａ  委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動リスクを回避するため、わが

国の証券取引所における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプ

ション取引ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行うこ

との指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取り扱う

ものとします。（以下同じ。） 

１． 先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付けの

指図は、建玉の合計額が、ヘッジの対象とする有価証券（以下「ヘッジ対象有価証券」

といいます。）の時価総額の範囲内とします。 

２． 先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付けの

指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象有価証券の組入可能額（組入ヘッジ対象有価証券

を差し引いた額）に信託財産が限月までに受け取る組入公社債および組入外国貸付債権

信託受益証券ならびに組入貸付債権信託受益権の利払金および償還金を加えた額を限度

とし、かつ信託財産が限月までに受け取る組入有価証券にかかる利払金および償還金等

ならびに第14条第２項各号に掲げる金融商品で運用している額の範囲内とします。 

３． コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、本条で規定する全
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オプション取引にかかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総

額の5％を上回らない範囲内とします。 

Ｂ  委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避するため、わが国の取引所にお

ける通貨にかかる先物取引ならびに外国の取引所における通貨にかかる先物取引およびオプ

ション取引を次の範囲で行うことの指図をすることができます。 

１．先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付けの指

図は、建玉の合計額が、為替の売予約と合わせて、ヘッジ対象とする外貨建資産（外国

通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金その他の資産をい

います。以下同じ。）の時価総額の範囲内とします。 

２．先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付けの指

図は、建玉の合計額が、為替の買予約と合わせて、外貨建有価証券の買付代金等実需の

範囲内とします。 

３．コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、支払いプレミアム額

の合計額が取引時点の保有外貨建資産の時価総額の5％を上回らない範囲内とし、かつ本

条で規定する全オプション取引にかかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託

財産の純資産総額の5％を上回らない範囲内とします。 

Ｃ  委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、わが国の取引所にお

ける金利にかかる先物取引およびオプション取引ならびに外国の取引所におけるこれらの取

引と類似の取引を次の範囲で行うことの指図をすることができます。 

１．先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付けの指

図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象とする金利商品（信託財産が受け取る組入有価証券の

利払金および償還金等ならびに第14条第２項各号に掲げる金融商品で運用されているもの

をいい、以下「ヘッジ対象金利商品」といいます。）の時価総額の範囲内とします。 

２．先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付けの指

図は、建玉の合計額が、信託財産が限月までに受け取る組入有価証券にかかる利払金およ

び償還金等ならびに第14条第２項各号に掲げる金融商品で運用している額（以下本号にお

いて金融商品運用額等といいます。）の範囲内とします。ただしヘッジ対象金利商品が外

貨建で信託財産の外貨建資産組入可能額（約款上の組入可能額から保有外貨建資産の時価

総額を差し引いた額。以下同じ。）に信託財産が限月までに受け取る外貨建組入公社債お

よび組入外国貸付債権信託受益証券ならびに外貨建組入貸付債権信託受益権の利払金およ

び償還金を加えた額が当該金融商品運用額等の額より少ない場合には外貨建資産組入可能

額に信託財産が限月までに受け取る外貨建組入有価証券にかかる利払金および償還金等を

加えた額を限度とします。 

３．コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、支払いプレミアム額

の合計額が取引時点のヘッジ対象金利商品の時価総額の 5％を上回らない範囲内とし、か

つ本条で規定する全オプション取引にかかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信

託財産の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。 

⑩ スワップ取引の運用指図・目的・範囲（マザーファンド信託約款第21条） 

Ａ  委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクおよび為替変動リ

スクを回避するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元本を

一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことの指図を

することができます。 

Ｂ スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第5条に定める信託期

間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものにつ
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いてはこの限りではありません。 

Ｃ  スワップ取引の指図にあたっては、当該信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の合計額

が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。なお、信託財産の一部解約等の事由によ

り、上記純資産総額が減少して、スワップ取引の想定元本の合計額が信託財産の純資産総額を

超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に該当するスワップ取引の一

部の解約を指図するものとします。 

Ｄ  スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評

価するものとします。 

Ｅ  委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、

担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。。 

⑪ 有価証券の貸付の指図および範囲（マザーファンド信託約款第23条） 

Ａ 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を

次の各号の範囲内で貸付けの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株

式の時価合計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で

保有する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

Ｂ 前記Ａの１および２に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、

その超える額に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。 

Ｃ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うも

のとします。 

⑫ 特別の場合の外貨建有価証券への投資制限（マザーファンド信託約款第24条） 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められ

る場合には、制約されることがあります。 

⑬ 外国為替予約の指図（マザーファンド信託約款第25条） 

 委託者は、信託財産に属する外貨建資産について、当該外貨建資産のヘッジのため、外国為

替の売買の予約を指図することができます。 

⑭ 有価証券の売却等の指図（マザーファンド信託約款第32条） 

 委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 

⑮ 再投資の指図（マザーファンド信託約款第33条） 

 委託者は、⑭の規定による売却代金、有価証券にかかる償還金等、株式の清算分配金、有価証

券にかかる利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指図ができます。 

⑯ 受託会社による資金の立替え（マザーファンド信託約款第35条） 

Ａ 信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合で、

委託者の申出があるときは、受託会社は資金の立替えをすることができます。 

Ｂ 信託財産に属する有価証券にかかる償還金等、株式の清算分配金、有価証券等にかかる利

子、株式の配当金およびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積もりうるも

のがあるときは、受託会社がこれを立て替えて信託財産に繰り入れることができます。 

Ｃ 前記Ａ及びＢの立替金の決済および利息については、受託会社と委託者との協議によりそ

のつど別にこれを定めます。 

（ロ）「投資信託及び投資法人に関する法律」および関係政省令にはベビーファンドと同様の投資

制限（前記(5) 投資制限(ロ)参照）があります。 
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３．投 資 リ ス ク          

(イ) リ ス ク 要 因          

 当ファンドおよびマザーファンドは、主に世界各国の転換社債を投資対象としますので、

組入転換社債の価格の下落や、組入転換社債の発行会社の倒産、財務状況の悪化等の影響に

より、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、為替の変動により損失を被る

ことがあります。従って、元金が保証されているものではありません。ファンドに生じた利

益および損失は、全て受益者に帰属することとなります。なお、当ファンドおよびマザー

ファンドが有する主なリスクは以下のとおりです。  

① 転換社債の価格変動リスク 

転換社債の価格動向は、国内および国際的な政治・経済情勢の影響を受けます。また、発

行会社の倒産、財務状況の悪化等により転換社債の価格が下落することもあります。当

ファンドおよびマザーファンドは、世界各国の転換社債で、積極的に運用を行うため、組

入比率は高位を保ちます。そのため、当ファンドおよびマザーファンドの投資成果は、転

換社債の価格変動または流動性の予想外の低下があった場合、大きな損失が生じることが

あります。 

② 金利変動リスク 

金利変動リスクとは、金利変動による債券価格が変動するリスクをいいます。一般に金利

が上昇した場合には、債券価格は下落します。各債券の値動きの幅は、残存期間、発行体、

債券の種類等に左右されます。また、発行会社の倒産、財務状況の悪化等および国家の政

情不安などにより、債務者が債権者に対して契約に定められた元金支払いや利息をあらか

じめ決められた条件で支払うことが出来なくなる場合があります。 

③ 為替変動リスク 

為替相場の変動の影響による価格変動リスクです。当ファンドが外貨建資産を保有するた

め、当該通貨と円との為替変動の影響を受け損失を生じることがあります。また、間接

ヘッジを行った場合、当該通貨の値動きと主要国通貨の値動きが異なる場合が想定され、

これによる為替変動の影響により損失を生じることがあります。また、マザーファンドは

原則として為替ヘッジを行いません。このため為替相場の変動により基準価額が変動する

ことがあります。 

④  信用リスク 

企業の経営不振・倒産や国家の政情不安などにより、債務者が債権者に対して契約に定め

られた元金支払いや利息をあらかじめ決められた条件で支払うことが出来なくなる場合が

あります。このような状態になった場合、転換社債の価格が大きく下落することがありま

す。 

⑤ カントリーリスク 

当ファンドおよびマザーファンドが投資対象とする諸国の中には、金融、政情不安など先

進諸国に比べ脆弱な面があり、これらに起因する諸問題が、転換社債や通貨に及ぼす影響

は先進諸国以上に大きいものがあります。また、これらの諸国の市場規模が小さく流動性

が低いため、転換社債や通貨の価格変動が大きく、投資元本を割り込むことがあります。

また、政府当局による海外からの投資規制や税制、海外への送金規制等種々の規制が緊急

導入されたり、変更されたりすることにより、運用上制約を受ける可能性が想定されます。

状況によっては設定・解約の申込を中止することがあります。 

⑥ 投資方針の変更リスク 

経済情勢や投資環境等の変化、および投資効率等の観点などから、投資対象および投資手

法の変更を行う場合があります。また、マザーファンドの運用の指図に関する権限の委託
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先を変更する場合があります。 

⑦ 受益者（投資家）の解約・追加による資金流出入に伴うリスク 

一度に大量の解約があった場合に、解約資金の手当てをするため保有証券を大量に売却す

ることがあります。その際に基準価額が大きく変動する可能性があります。また同様に、

大量の追加があった場合にも、原則として、迅速に転換社債の組入れを行いますが、買付

け予定銘柄によっては流動性などの観点から買付け終了までに時間のかかることもありま

す。また、マザーファンドを投資対象とする他のファンドが設定されている場合には、当

該ファンドの解約・追加により同様の資金流出入に伴うリスクがあります。 

⑧ 繰上げ償還等のリスク 

当ファンドは、解約により純資産総額が10億円を下回った場合などには、信託期間の途中

であっても、当ファンドの適切な運用が難しいと委託会社が判断した時、繰上げ償還する

ことがあります。この場合には日本経済新聞に公告するとともに受益者の皆様にお知らせ

します。 

また、投資環境の変化等により、委託会社が継続募集期間を更新しないことや募集を停止

することがあります。この場合は新たに当ファンドを購入することはできなくなります。 

⑨ その他のリスク 

その他予測不可能な事態（天変地異、クーデター等）が起きたときなど、市場が混乱する

ことが考えられます。これにより、市場が長期閉鎖することや急激な市況変動が起こるこ

とがあります。このような場合、証券取引所の取引停止等やむを得ない事情があるときは

一時的に解約できないこともあります。また、これらにより、一時的に当初のファンド運

用方針に基づいた運用ができなくなるリスクなどがあります。 

 

(ロ) リ ス ク 管 理 体 制          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・インベストメント・ダイレクターが運用ガイドラインの遵守、リスク・コントロール等

の監督を行っており、四半期に一度、ポートフォリオ・マネジャーとの直接の面談を

行っています。 

・コンプライアンス・オフィサーは売買発注システムに組み込まれたモニタリングのシス

テムを通じて売買状況のチェックを行っています。 

・ポートフォリオ分析室はインベストメント・ダイレクターに各種のリスク指標を月次で

報告します。 

 

ポポポポポポポポ ーーーーーーーー トトトトトトトトフフフフフフフフォォォォォォォォリリリリリリリリオオオオオオオオ  

コ ン プ ラ イ アン ス ・オフィサーコ ン プ ラ イ アン ス ・オフィサーコ ン プ ラ イ アン ス ・オフィサーコ ン プ ラ イ アン ス ・オフィサー  

ポ ー トフォリオ分析室ポ ー トフォリオ分析室ポ ー トフォリオ分析室ポ ー トフォリオ分析室 

法令等の 遵守 運用ガ イ ドラ イ ン の チェック 

イ ン ベ ス トメ ン ト・ダ イ レクターインベ ス トメ ン ト・ダ イ レクターインベ ス トメ ン ト・ダ イ レクターインベ ス トメ ン ト・ダ イ レクター  

2003年9月現在 ポ ー トフォリオの分析 
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４．手数料等及び税金                  

(1) 申 込 手 数 料          

 ① 申込手数料は発行価格に販売会社が定める手数料率を乗じて得た額とします。ただし、有価

証券届出書提出日現在、販売会社における手数料率は、3.15％（税込）が上限となっておりま

す。なお、手数料率には消費税等が含まれます。 

手数料率は、販売会社に問い合わせることにより知ることができます。 

販売会社に関する照会は、下記の照会先までお問い合わせ下さい。 

照会先： 

ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社 

ヘルプデスク  TEL：０３－６２２９－２３５０ 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 

HPアドレス：http:// www.jpmorganfleming.co.jp 

②  償還乗換え（注）により当ファンドを買付ける場合には、当該償還金額の範囲内（単位型証

券投資信託あっては、当該償還金とその元本額とのいずれか大きい額とします。）で取得する

口数については、販売会社が個別に定める手数料率とします。なお、償還乗換えの際に償還金

等の支払いを受けたことを証する書面の提示を求めることがあります。 

＊「償還乗換え」とは、取得申込日の属する月の前３ヶ月以内に償還となった証券投資信託の

償還金（信託期間を延長した単位型証券投資信託および延長前の信託終了日以降、収益分配

金の再投資以外の追加信託を行わない追加型証券投資信託にあっては、延長前の信託終了日

以降でかつ取得申込日の属する月の前３ヶ月以内における受益証券の買取請求による売却代

金および一部解約金を含みます。）をもって、その支払を行った販売会社でファンドの取得

申込みを行う場合をいいます。 

③ 自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合には、取得する口数につい

て無手数料で取扱います。 

④ 販売会社によって、申込手数料を減免する規定を設けている場合には、当ファンドの申込

手数料は減免されることがあります。（詳しくは販売会社にお問い合わせください。） 

 

(2) 換 金 手 数 料          

ありません。 

 

(3) 信 託 報 酬 等          

 委託者および受託者の信託報酬の総額は、当ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産

の純資産総額に対し年1.575％（税込）の率を乗じて得た額とします。 

 委託者は、収受した信託報酬から販売会社に対し、取扱販売会社の行う業務に対する報酬

を支払います。実質的な信託報酬の配分は、次のとおりとなります。 

委託会社 販売会社 受託会社 
基準報酬の配分 
（純資産総額に対し） 

年率0.735％(税込) 年率0.735％(税込) 年率0.105％(税込) 

 委託者の受ける報酬には、マザーファンドの運用委託にかかる投資顧問会社への報酬（信

託財産の純資産総額に対し年１万分の42）が含まれています。 

 信託報酬の支払は、毎計算期末および信託終了のとき信託財産中から支弁されます。 

 なお、信託報酬率には消費税等が含まれます。 
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(4) そ の 他 の 手 数 料          

 その他、以下の費用を信託財産で負担します。 

① 有価証券取引および先物取引、オプション取引に係る費用（売買委託手数料）。 

② 外貨建資産の保管費用。 

③ 信託財産に関する租税、信託事務の処理に関する諸費用、受託者の立替えた立替金の利

息および借入金の利息。 

④ ファンドの財務諸表の監査に要する諸費用については、実費相当額の支弁を受ける方法

に代えて、信託財産の純資産総額に年10,000分の2.1（税込）の率を乗じて得た額（た

だし、年間315万円（税込）を上限とします。）を当該監査に要する諸費用とみなし、

そのみなし額の支弁を、毎計算期末および信託終了のとき信託財産中から受けるものと

します。なお、監査費用には消費税等が含まれます。本項に基づいて委託会社が信託財

産から支弁を受ける金額については、計算期間を通じて毎日費用計上するものとします。 

 

（5）課 税 上 の 取 扱 い          

 日本の居住者（法人を含む）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとな

います。 

〈個別元本について〉 

Ⅰ．追加型株式投資信託について、受益者毎の信託時の受益証券の価額等（申込手数料および

当該申込手数料にかかる消費税等相当額は含まれません。）が当該受益者の元本（個別元

本）にあたります。 

Ⅱ．受益者が同一ファンドの受益証券を複数回取得した場合、個別元本は、当該受益者が追加

信託を行うつど当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。 

Ⅲ．ただし、保護預りでない受益証券および記名式受益証券については各受益証券毎に、同一

ファンドを複数の販売会社で取得する場合については各販売会社毎に、個別元本の算出が行

なわれます。また、同一販売会社であっても複数支店等で同一ファンドを取得する場合は当

該支店等毎に個別元本の算出が行われる場合があります。 

Ⅳ．受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分

配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。（「特別分配金」につい

ては、下記の（収益分配金の課税について）を参照。） 

〈一部解約時および償還時の課税について〉 

 一部解約時および償還時の個別元本超過額が課税対象となります。 

〈収益分配金の課税について〉 

 追加型株式投資信託の収益金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる

「特別分配金」（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。 

 受益者が収益分配金を受け取る際、①当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別

元本と同額の場合または当該受益者の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全

額が普通分配金となり、②当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っ

ている場合には、その下回る部分の額が特別分配金となり、当該収益分配金から当該特別分配

金を控除した額が普通分配金となります。 

 なお、受益者が特別分配金を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特

別分配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。 
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◇法人、個人別の課税の取扱について 

① 個人の受益者に対する課税 

 個人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部

解約時および償還時の個別元本超過額については、20％（所得税15％及び地方税５％）の税

率による源泉分離課税が行われます。収益分配金のうち所得税法上課税対象となるのは普通

分配金のみであり、特別分配金は課税されません。 

② 法人の受益者に対する課税 

 法人の受益者が支払を受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部解

約時および償還時の個別元本超過額については、20％（所得税15％及び地方税５％）の税率

による源泉徴収が行われます。収益分配金のうち所得税法上課税対象となるのは普通分配金

のみであり、特別分配金は課税されません。 

 

（ご参考） 課税上の取扱いの変更について 

平成16年1月1日より、公募株式投資信託における課税上の取扱いが変更となります。 

変更内容の概略については次の通りです。 

 

① 個人の受益者に対する課税 

○平成16年1月1日から平成20年3月31日までの間は、個人の受益者が支払いを受ける収益分配

金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部解約時および償還時の個別元本超過額につ

いては、10％（所得税7％および地方税3％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申告不要制

度も適用されます。 

○収益の分配および一部解約時･償還時の差益については配当課税が適用され、確定申告を行

なうことにより、総合課税（配当控除の適用あり）を選択することもできます。 

○上記10％の税率は平成20年4月1日からは、20％（所得税15％および地方税5％）となる予定

です。 

○平成16年1月1日以降に、一部解約時もしくは償還時に差損が発生した場合には、確定申告を

行なうことにより、｢株式等（特定株式投資信託（ETF）および特定不動産投資信託（REIT）

を含みます。）の譲渡による所得｣との損益通算が可能になります。 

 

② 法人の受益者に対する課税 

○平成16年1月1日から平成20年3月31日までの間は、法人の受益者が支払いを受ける収益分配

金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部解約時および償還時の個別元本超過額につ

いては、7％（所得税7％）の税率で源泉徴収され法人の受取額となります。なお、地方税の

源泉徴収はありません。 

○上記7％の税率は平成20年4月1日からは、15％（所得税15％）となる予定です。 

 

※税法が改正された場合等は、上記の内容が変更となる場合があります。 
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６．管 理 及 び 運 営           

 

 (1) 資産管理等の概要          

① 資 産 の 評 価          

 受益証券１口当たりの純資産価額は、原則として各営業日に委託者が計算します。受益証券

１口当たりの純資産価額（基準価額）は、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を

除きます）を法令および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た信託財産の資産

総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受

益権口数で除した金額（信託約款第9条第2項）をいいます。なお、便宜上１万口当たりに換算

した価額で表示することがあります。 

 なお、信託財産に属する外貨建資産の円換算は、原則として、わが国における計算日の対顧

客電信売買相場の仲値によって計算し、外国為替予約の評価は、原則として、わが国における

計算日の対顧客先物売買相場の仲値によって計算します（信託約款第33条）。 

 基準価額（受益証券１口当たりの純資産価額を表示したもの）は、毎営業日に販売会社に問

い合わせることにより知ることができます。また、基準価額は、原則として計算日の翌日の日

本経済新聞に掲載されます。 

販売会社に関する照会は、下記の照会先までお問い合わせ下さい。 

照会先： 

ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社 

ヘルプデスク  TEL：０３－６２２９－２３５０ 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時から正午）） 

HPアドレス：http:// www.jpmorganfleming.co.jp 

 

② 申 込 手 続 等          

申込期間中の各営業日にファンドの受益証券の募集が行われます。 

（イ）受益証券の募集単位 

ａ）販売会社は、「一般コース」を選択した取得申込者に対しては、１万口以上１万口単位

または１万円以上１円単位、「自動けいぞく投資コース」を選択した取得申込者に対し

ては、１万円以上１円単位をもって取得の申込みに応ずることができます。 

ｂ）「自動けいぞく投資コース」を選択した取得申込者が収益分配金を再投資する場合には、

１円単位で取得の申込みに応ずることができます。 

  また、自動けいぞく投資契約に加えて、別途、販売会社との間で「定時定額購入サービ

ス」等に関する契約を取交わした場合や確定拠出年金制度に基づくお申込みの場合、当該契

約等で規定する取得申込みの単位によるものとします。 

（ロ）受益証券の販売価格 

 当該受益証券の販売価格は、申込日の翌営業日の基準価額とします。申込みには申込手数

料を要します。なお、基準価額は毎営業日計算され、販売会社に問い合わせることにより知

ることができるほか、原則として翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載されます。 

販売会社に関する照会は、上記「①資産の評価」の照会先までお問い合わせ下さい。 

（ハ）申込みの受付時間 

  申込みの受付けは、原則として午後３時までとしますが、年末年始など半日立会日の場合

の受付けは午前11時までとします。これら受付時間を過ぎてからの申込みは翌営業日の取扱

とします。 
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③ 換 金 手 続 等          

 換金の方法は、解約請求のみとなります。原則としていつでも換金することができます。

換金の申込みの受付けは原則として午後３時までとしますが、年末年始など半日立会日の場

合の受付けは午前11時までとします。これら受付時間を過ぎてからの申込みは翌営業日の取

扱いとします。なお、解約に係る手数料はありません。なお、換金価格は、毎営業日に計算

され、販売会社に問い合わせることにより知ることができます。販売会社に関する照会は、

上記「①資産の評価」の照会先までお問い合わせ下さい。 

(イ)解 約 請 求          

 受益者は、委託者に１口単位をもって一部解約の実行を請求することができます。なお、

信託財産の資金管理を円滑に行うため１顧客当たり1日５億口を超える解約の申込みは制

限を設ける場合があります。 

解約請求による受益者の受取り金額は、当該請求受付日の翌営業日の基準価額から受益

者毎の個別元本超過額に対する所得税額（15％）及び地方税額（５％）を差引いた金額と

します。（平成16年1月1日より変更となります。詳しくは、前記 「第１ ファンドの状況 

４ 手数料等及び税金 (5)課税上の取扱い」をご参照ください。）解約代金の支払いは原

則として解約の実行の請求を受付けた日から起算して５営業日目から販売会社の本・支店

等で支払われます。 

(ロ）解 約 の 中 止          

 委託者は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない

事情があるときは、受益証券の解約の受付けを中止することがあります。なお、一部解約

の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行った当日の

一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤

回しない場合には、解約の受付けの中止を解除した後の最初の基準価額の計算日にその請

求を受付けたものとして取扱うこととします。 

 

④ 保 管          

  「一般コース」を選択した受益者は、販売会社との保護預り契約に基づき、受益証券を販

売会社に保管（保護預り）させることができます。保護預りを行わない場合、受益証券は、

受益者の責任において受益者により保管されます。 

 「自動けいぞく投資コース」を選択した受益者の受益証券は全て販売会社における保護預

りとなります。保護預りの場合、受益証券は混蔵保管されます。混蔵して保管する受益証券

については販売会社名義で銀行、信託銀行、証券会社又は他の金融機関に再寄託することが

あります。 

 

⑤ 信 託 期 間          

 無期限です。ただし、下記「⑦その他、（イ)信託の終了」に該当する場合は、信託終了

の日までとします。 

 

⑥ 計 算 期 間          

 当ファンドの計算期間は、毎年１月31日から７月30日まで及び７月31日から翌年１月30日

までとします。なお、第１計算期間は、平成13年９月28日から平成14年１月30日までとしま

す。この原則により各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます。）が休業

日のとき、各計算期間終了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始

されるものとします。 
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⑦ そ の 他          

(イ)信 託 の 終 了          

（ａ）信 託 契 約 の 解 約          

(ⅰ) 委託者は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有

利であると認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意のう

え、この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、

委託者はあらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

(ⅱ) 委託者は、信託契約の一部を解約することにより純資産総額が10億円を下回るこ

ととなった場合には、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させ

ることができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨

を監督官庁に届け出ます。 

(ⅲ) 委託者は、(ⅰ)および(ⅱ)の事項について、あらかじめ、解約しようとする旨を

公告し、かつ、その旨を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対し

交付します。ただし、この信託契約に係る全ての受益者に対して書面を交付したとき

は、原則として、公告を行いません。 

(ⅳ) 前記(ⅲ)の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者

に対し異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものと

します。 

(ⅴ) 前記(ⅳ)一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の

二分の一を超えるときは、(ⅰ)および(ⅱ)の信託契約の解約をしません。 

(ⅵ) 委託者は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨および

その理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して

交付します。ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公

告を行いません。 

(ⅶ) 前記(ⅳ)から(ⅵ)までの規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事

情が生じている場合であって、前記(ⅳ)の一定の期間が一月を下らずにその公告およ

び書面の交付を行うことが困難な場合には適用しません。 

（ｂ）信託契約に関する監督官庁の命令 

 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にした

がい、この信託契約を解約し信託を終了させます。また、委託者は、監督官庁の命令に

基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、後記「(ロ)信託約款の変更」の規定

にしたがいます。 

（ｃ）委託者の認可取消等に伴う取扱い 

 委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したとき又は業務を廃止したと

きは、委託者は、この信託を解約し信託を終了させるものとします。ただし、この信託

は監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の委託者に引き継ぐことを命じた

ときは、後記「(ロ)信託約款の変更(ⅳ)」に該当する場合を除き、その委託者と受託者

との間において存続します。 

（ｄ）委託者の営業譲渡および承継に伴う取扱い 

 委託者は、営業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約

に関する営業を譲渡することがあります。また、委託者は、分割により営業の全部また

は一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約に関する営業を承継するこ

とがあります。 

（ｅ）受託者の辞任に伴う取扱い 
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 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、委

託者は、後記「(ロ)信託約款の変更」の規定にしたがい、委託者は新受託者を選任しま

す。ただし、委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、

信託を終了します。 

  

(ロ）信 託 約 款 の 変 更          

(ⅰ) 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生した

ときは、受託者と合意のうえ、この信託約款を変更することができるものとし、あらかじ

め変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ます。 

(ⅱ) 委託者は、(ⅰ)の事項うち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しよ

うとする旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託契約

に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託契約に係る全ての受益者

に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

(ⅲ) (ⅱ)の公告および書面には、受益者の異議のある者は一定の期間内に委託者に対し異

議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

(ⅳ) (ⅲ)の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の

一を超えるときは、(ⅰ)の信託約款の変更をしません。 

(ⅴ) 委託者は、当該信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨およびその

理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付しま

す。ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いませ

ん。 

 委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載されます。 

(ハ) 運用に係る報告等開示方法 

 委託者は、当ファンドについて、「投資信託及び投資法人に関する法律」の規定に基づき、

各計算期間の末日毎に期間中の運用経過、信託財産の内容、有価証券の売買状況などを記載

した運用報告書を作成し、当ファンドに係る知られたる受益者に対して販売会社を通して交

付します。 

(ニ) 関係会社との契約の更新等に関する手続について 

 この受益証券の募集等の取扱い等に関する契約において、有効期間満了の３ヶ月前までに、

当事者のいずれからも、何らの意思表示がないときは、自動的に１年間更新されるものとし、

自動延長後の取扱いについてもこれと同様とします。また、マザーファンドの投資運用の委

託に関する契約には期限の定めはありません。 
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 (2) 受 益 者 の 権 利 等          

 当ファンドの受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。この受益権は、

信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 

 受益者の有する主な権利は次のとおりです。 

(イ）収益分配金の請求権 

 受益者は、当ファンドに係る収益の分配を持分に応じて請求する権利を有します。 

 収益分配金は、毎計算期間の終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日（原則として決算日

から起算して５営業日目）から収益分配金交付票と引き換えに受益者に支払います。ただし、

自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者に対しては、委託者は、原則

として毎計算期間終了日の翌営業日に、収益分配金を販売会社に交付します。販売会社は、受

益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資に係る受益証券の売付を行ないます。 

 収益分配金の支払いは、販売会社において行うものとします。 

(ロ）償 還 金 の 請 求 権          

 受益者は、償還金を持分に応じて委託者に請求する権利を有します。 

 償還金は、信託終了後１ヵ月以内の委託者の指定する日（原則として償還日（償還日が休業

日の場合は当該償還日の翌営業日）から起算して５営業日目）から受益証券と引換えに受益者

に支払われます。 

 償還金の支払いは、販売会社において行うものとします。 

 受益者が、償還金について上記に規定する支払開始日から10年間その支払いを請求しないと

きは、その権利を失い、委託者が受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属するものとし

ます。 

(ハ）受益証券の一部解約の実行請求権 

 受益者は、自己の有する受益証券について、委託会社に一部解約を請求する権利を有します。 

(ニ）委 託 会 社 の 免 責          

 上記の収益分配金、償還金および一部解約金の受益者への支払については、委託会社は販売

会社に対する支払をもって免責されるものとします。かかる支払がなされた後は、当該収益分

配金、償還金および一部解約金は、源泉徴収されるべき税額を除き、受益者の計算に属する金

銭になるものとします。 

(ホ）反対者の買取請求権          

 ファンドの信託契約の解約または信託約款の変更を行う場合において、一定の期間内に委託

者に対して異議を述べた受益者は、受託者に対し、自己の有する受益証券を信託財産をもって

買取るべき旨を請求することができます。この買取請求権の内容および買取請求の手続きに関

する事項は、前述の(1)資産管理等の概要 ⑦その他 (イ)信託の終了または(ロ)信託約款の変

更に規定する公告または書面に付記します。 

(へ）帳 簿 の 閲 覧 権          

 受益者は委託会社に対し、その営業時間内に当該受益者に係る信託財産に関する帳簿書類の

閲覧又は謄写を請求することができます。 
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第３ そ の 他         
(1) 目論見書の表紙に図案および委託会社のロゴを採用します。また、目論見書の表紙裏に金融商品の

販売等に関する法律に係る重要事項を記載します。 

(2) 目論見書に以下の項目について記載します。 

・約款の全文を目論見書に記載します。 

・目論見書に記載された用語の一部を解説し、「基本用語の解説」として記載することがあります。 

(3) 目論見書は、電子媒体として使用される他、インターネット等に掲載されることがあります。 

(4) 要約目論見書を使用することがあります。 

 要約目論見書を添付し、特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第12条第１項第１号ロに規

定する書類（要約目論見書）として、以下の記載に従い使用することがあります。 

① 当該要約目論見書は、チラシ、ポスター、パンフレット、ダイレクトメール（はがき、封書用）、

電子媒体として使用される他、新聞、雑誌、書籍およびインターネット等に掲載されることがあり

ます。 

② 当該要約目論見書は、使用形態によってレイアウト、用紙および印刷の色、デザイン等が変更さ

れることがあります。また、写真、ロゴマーク、イラスト、グラフおよびキャッチ・コピーを付加

して使用されることがあります。なお、委託会社および販売会社のロゴを使用することがあります。 

③ 当該要約目論見書は、有価証券届出書の効力発生日以降に使用し、当該要約目論見書には当該有

価証券届出書の効力発生日以降に効力発生日を記載します。 

④ ファンドの保有有価証券、運用実績、運用状況に関する以下の情報を、日次、週次、月次などの

データとして、また、文章、数値、表、グラフ等により表示することがあります。その際、過去の

運用実績であり、今後の運用成果を示唆するものではない旨を注記することがあります。 

(ｲ) 投資対象の資産別、国別、業種別構成比、組入銘柄および銘柄構成比、通貨ポジション（為替

予約の状況）を示すことがあります。 

(ﾛ) 基準価額、収益分配金実績、純資産総額およびこれらの推移を示すことがあります。なお、基

準価額については、課税前の収益分配金を無手数料で決算日の価額により再投資した１口当たり

の額（「分配金修正基準価額」として区別します。）として示すことがあります。 

(ﾊ) ファンドの直近１週間、１ヵ月、３ヵ月、６ヵ月、１年、３年、５年、設定来等の各期間別の

騰落率および各期間中の課税前の各収益分配金を無手数料で各決算日の価額により再投資した各

期間別の収益率（以下「分配金修正収益率」といいます。）を示すことがあります。なお、各期

間別や月中等の始値、高値、安値、終値のすべてまたは一部を併せて記載する場合があります。 

(ﾆ) 上記(ﾊ)のデータに基づき、各期間中の月次による騰落率または分配金修正収益率の平均値

（年率換算）を示すことがあります。 

(ﾎ) 上記(ｲ)から(ﾆ)以外にも、本書中の数値に基づく情報を示すことがあります。 

⑤ 投信評価機関、投信評価会社等から評価およびレーティング等を取得し、当該評価およびレー

ティング等を使用することがあります。 

第４ 内国投資信託受益証券事務の概要 

１．受益証券の名義書換え等 

無記名式の受益証券から記名式への変更または記名式の受益証券から無記名式への変更および受益

証券の名義書換手続は、委託会社の定める手続きにより行うことができます。 

名義書換手続きは委託会社にて行うものとし、受益者から請求があるときは、販売会社はこれを委

託会社に取り次ぎます。 

 名義書換の手続きは、毎計算期間の末日の翌日から15日間停止されます。 

 名義書換手続きに関し、手数料は徴しません。 

２．受 益 者 名 簿 

 作成しません。 

３．受 益 者 集 会 

 開催しません。 

４．受益者に対する特典 

 ありません。 

５．譲 渡 制 限          

 譲渡制限はありません。ただし、記名式の受益証券の譲渡は、委託会社の定める手続きによる名義

書換によらなければ、委託会社および受託会社に対抗することができません。 
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運用の基本方針 

 

 約款第 23 条に基づき委託者の定める方針は、次のものとします。 

 

１．基本方針 

この投資信託は、安定した収益の確保および信託財産の着実な成長をはかることを目的とし

て運用を行います。 

 

２．運用方法 

(1) 投資対象 

ＪＦワールド・CB・オープン・マザーファンドを主要投資対象とします。 

なお、有価証券等の価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するため、国内において

行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨にか

かる先物取引、通貨にかかる選択権取引、金利にかかる先物取引および金利にかかるオプシ

ョン取引ならびに外国の市場における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証

券オプション取引、通貨にかかる先物取引、通貨にかかるオプション取引、金利にかかる先

物取引および金利にかかるオプション取引と類似の取引（以下「有価証券先物取引等」とい

います。）を行うことができます。 

また、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクおよび為替変動リス

クを回避するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元本を

一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことができ

ます。 

 

 (2) 投資態度 

① 主として、ＪＦワールド・CB・オープン・マザーファンド受益証券に投資します。 

② 投資効果を高める観点から、外貨建資産にかかる為替ヘッジは弾力的に行います。 

(3) 投資制限 

① 株式（新株引受権証券を含みます。）への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の 30％

以下とします。 

② 新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、取得時において信託財産の

純資産総額の 20％以下とします。 

③ 同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の 10％以下

とします。 

④ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、信託財産の純資

産総額の 5％以下とします。 

⑤ 同一銘柄の転換社債および新株予約権付社債のうち商法第 341条ノ 3第 1項第 7号およ
び第 8号の定めがあるものへの実質投資割合は、信託財産の純資産総額の 10％以下としま
す。 

⑥ 外貨建資産への投資には、制限を設けません。 

⑦ 有価証券先物取引等は、約款第 27 条の範囲で行います。 

⑧ スワップ取引は、約款第 28 条の範囲で行います。 

 

３．収益分配方針 

  毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。 

① 分配対象額の範囲 

繰越分を含めた利息等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。 

② 分配対象額についての分配方針 

委託者が基準価額水準、市況動向等を勘案して、分配金額を決定します。ただし、分配対

象収益が少額の場合は分配を行わないことがあります。 

③ 留保益の運用方針 

留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本部分と同一の

運用を行います。 

 



 

追加型証券投資信託 

ＪＦワールド・ＣＢ・オープン 

約   款 

 

（信託の種類、委託者および受託者） 

第1条 この信託は、証券投資信託であり、ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・

マネジメント・ジャパン株式会社を委託者とし、住友信託銀行株式会社を受託者とします。 

（信託事務の委託） 

第2条 受託者は、信託事務の処理の一部について、金融機関の信託業務の兼営等に関する法

律第1条第1項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の金融機関と信託契約を締

結し、これを委託することができます。 

（信託の目的および金額） 

第3条 委託者は、金 3,175,244,109 円を受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者

はこれを引き受けます。 

（信託金の限度額） 

第4条 委託者は、受託者と合意のうえ、金 1,000 億円を限度として信託金を追加することが

できます。 

② 追加信託が行われたときは、受託者はその引き受けを証する書面を委託者に交付します。 

③ 委託者は、受託者と合意のうえ、第１項の限度額を変更することができます。 

（信託期間） 

第5条 この信託の期間は、信託契約締結日から第 53 条第 1項および第 2項、第 54 条第 1項、

第 55 条第 1項および第 57 条第 2項の規定による信託契約解約の日までとします。 

（受益証券の取得申込みの勧誘の方法） 

第6条 この信託にかかる受益証券の取得申込みの勧誘は、投資信託及び投資法人に関する法

律第 2条第 13 項に定める公募により行われます。 

（当初の受益者） 

第7条 この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益証券取

得申込者とし、第 8条により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込

者に帰属します。 

（受益権の分割および再分割） 

第8条 委託者は、第 3 条の規定による受益権については 3,175,244,109 口に、追加信託によ

って生じた受益権については、これを追加信託のつど第 9条第１項の追加口数に、それぞ

れ均等に分割します。 

② 委託者は、受託者と合意のうえ、一定日現在の受益権を均等に再分割できます 

（追加信託の価額、口数および基準価額の計算方法） 

第9条 追加信託金は、追加信託を行う日の前日の基準価額に、当該追加信託にかかる受益権

の口数を乗じた額とします。 

② この約款において基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除

きます。）を法令および社団法人投資信託協会規則に従って時価評価して得た信託財産の

資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日に

おける受益権総口数で除した金額をいいます。 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第10条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありませ

ん。 

（受益証券の発行） 

第11条 委託者は、第 8 条の規定により分割された受益権を表示する収益分配金交付票付無記

名式の受益証券を発行します。ただし、第 14 条第 2 項の規定により発行する受益証券に

は、収益分配金交付票を添付しないことができます。 

（受益証券の発行についての受託者の認証） 

第12条 委託者は、前条の規定により受益証券を発行するときは、その発行する受益証券がこ

の信託約款に適合する旨の受託者の認証を受けなければなりません。 

② 前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し記名捺印することによ

って行います。 

（受益証券の取得申込単位および価額） 

第13条 委託者の指定する証券会社（証券取引法第２条第９項に規定する証券会社をいい、外



 

国証券業者に関する法律第２条第２号に規定する外国証券会社を含みます。以下同じ。）

および登録金融機関（証券取引法第 65 条の２第 3 項の規定する登録金融機関をいいます。

以下同じ。）は、第 11 条の規定により発行される受益証券の取得の申込をした取得申込者

に対し、１口単位をもって取得の申込に応ずることができるものとします。 

②  前項の場合の受益証券の価額は、取得申込日の翌営業日の基準価額に、手数料および当

該手数料に係る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）に相当する

金額を加算した価額とします。 

③  前項の手数料の額（その減免を含む）は、委託者の指定する証券会社および登録金融機

関がそれぞれ独自に定めます。 

④  受益者が委託者の指定する証券会社および登録金融機関と別に定める自動けいぞく投

資約款による契約（以下「別に定める契約」といいます。）に基づいて収益分配金を再投

資する場合の受益証券の価額は、取得申込日の基準価額とします。 

（受益証券の種類） 

第14条 委託者が受益者に交付する受益証券の種類は、1 万口券、5 万口券、10 万口券、50 万

口券、100 万口券、500 万口券、1,000 万口券および 5,000 万口券の 8種類とします。 

② 別に定める契約および保護預り契約に基づいて委託者の指定する証券会社または登録

金融機関が保管する受益証券は、前項に定めるもののほか、１口の整数倍の口数を表示し

た受益証券とすることができます。 

（受益証券の記名式、無記名式への変更ならびに名義書換手続） 

第15条 委託者は、受益者が委託者の定める手続によって請求したときは、無記名式の受益証

券と引き換えに記名式の受益証券を、または記名式の受益証券と引き換えに無記名式の受

益証券を交付します。 

② 記名式の受益証券の所持人は、委託者の定める手続によって名義書換を委託者に請求す

ることができます。 

③ 前項の規定による名義書換の手続は、第 44 条に規定する毎計算期間の末日の翌日から

15 日間停止します。 

（記名式の受益証券譲渡の対抗要件） 

第16条 記名式の受益証券の譲渡は、前条の規定による名義書換によらなければ、委託者およ

び受託者に対抗することができません。 

（無記名式の受益証券の再交付） 

第17条 委託者は、無記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続によって公

示催告による除権判決の謄本を添え再交付を請求したときは、無記名式の受益証券を再交

付します。 

（記名式の受益証券の再交付） 

第18条 委託者は､記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続によって再交付

を請求したときは、記名式の受益証券を再交付します。 

（受益証券を毀損した場合などの再交付） 

第19条 受益証券を毀損または汚染した受益者が、受益証券を添え、委託者の定める手続によ

り再交付を請求したときは、委託者は、受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別し

がたいときは、前 2条の規定を準用します。 

（受益証券の再交付の費用） 

第20条 委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者に対して実費を請求することができ

ます。 

(投資の対象とする資産の種類) 

第21条 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（｢特定資産｣とは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1

項で定めるものをいいます。以下同じ。） 

イ． 有価証券 

ロ． 有価証券指数等先物取引に係る権利 

ハ． 有価証券オプション取引に係る権利 

ニ． 外国市場証券先物取引に係る権利 

ホ． 金銭債権（イ、ヘ、チに掲げるものを除きます。） 

ヘ． 約束手形（証券取引法第 2条第 1項第 8号に掲げるものを除きます） 



 

ト． 金融先物取引等にかかる権利 

チ． 金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第 4 条第 6

号で定める｢スワップ取引｣に限ります。）にかかる権利 

リ． 金銭を信託する信託（信託財産を主として前各号に掲げる資産に対する投資とし

て運用することを目的とする場合に限ります。）の受益権 

２． 次に掲げる特定資産以外の資産 

イ． 外国有価証券市場において行われる有価証券先物取引と類似の取引にかかる取引 

ロ． 為替手形 

（運用の指図範囲等） 

第22条 委託者は、信託金を、前条の資産のうち主としてジェー・ピー・モルガン・フレミン

グ・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社を委託者とし、住友信託銀行株式会社を

受託者として信託契約に基づき設定された親投資信託であるＪＦワールド・CB・オープ

ン・マザーファンド（以下「マザーファンド」といいます。）の受益証券および次の有価

証券に投資することを指図します。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分

離型新株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．コマーシャル・ペーパー  

７．外国または外国法人の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性

質を有するもの 

８．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。）お

よび新株予約権証券（外国または外国法人が発行する証券または証書で、かかる

性質を有するものを含みます。） 

９．外国法人の発行する証券または証書で、銀行業を営む者その他の金銭の貸付けを

業として行う者の貸付債権を信託する信託の受益権またはこれに類する権利を表

示するもの（以下「外国貸付債権信託受益証券」といいます。） 

１０．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

１１．銀行、信託会社その他政令で定める金融機関または主として住宅の取得に必要な

長期資金の貸付けを業として行う者の貸付債権を信託する信託の受益権および外

国法人に対する権利で同様の権利の性質を有するもの（以下「貸付債権信託受益

権」といいます。） 

なお、第１号の証券または証書および第７号の証券または証書のうち第１号の証券

または証書の性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から第５号までの証券

および第７号の証券のうち第２号から第５号までの証券の性質を有するものを以下

「公社債」といいます。 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運用す

ることを指図することができます。 

１．預金 

２．指定金銭信託 

３．コ－ル・ロ－ン 

４．手形割引市場において売買される手形 

③ 第１項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応

等、委託者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、前項各号に掲げる金融

商品により運用することの指図ができます。 

④ 委託者は、信託財産に属する株式、新株予約権証券および新株引受権証券の時価総額と

マザーファンドの信財財産に属する株式、新株予約権証券および新株引受権証券の時価総

額のうち信託財産に属するとみなした額の合計額が、信託財産の純資産総額の 100 分の

30 を超えることとなる投資の指図をしません。 

⑤ 委託者は、取得時において信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時

価総額とマザーファンドの信財財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時

価総額のうち信託財産に属するとみなした額の合計額が、信託財産の純資産総額の 100

分の 20 を超えることとなる投資の指図をしません。 



 

⑥ 前 2項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンド

の受益証券の時価総額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該株式また

は新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

（運用の基本方針） 

第23条 委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、

その指図を行います。 

（投資する株式等の範囲） 

第24条 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、証

券取引所に上場されている株式の発行会社の発行するもの、および証券取引所に準ずる市

場において取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当ま

たは社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、

この限りではありません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株

予約権証券で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについて

は委託者が投資することを指図することができるものとします。 

（同一銘柄の株式への投資制限） 

第25条 委託者は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額とマザーファ

ンドの信託財産に属する当該株式の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額の合

計額が、信託財産の純資産総額の100分の10を超えることとなる投資の指図をしません。 

② 委託者は、信託財産に属する同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券の時価総

額とマザーファンドの信託財産に属する当該新株引受権証券および新株予約権証券の時

価総額のうち信託財産に属するとみなした額の合計額が、信託財産の純資産総額の 100

分の 5を超えることとなる投資の指図をしません。 

③ 前 2項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンド

の受益証券の時価総額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該株式また

は新株引受権証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

（信用取引の指図範囲） 

第26条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付ける

ことの指図をすることができます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡

しまたは買い戻しにより行うことの指図をすることができるものとします。 

② 前項の信用取引の指図は、次の各号に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券につい

て行うことができるものとし、かつ次の各号に掲げる株券数の合計数を超えないものとし

ます。 

１． 信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２． 株式分割により取得する株券 

３． 有償増資により取得する株券 

４． 売り出しにより取得する株券 

５． 信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（商法第 341条ノ 3第 1
項第 7号および第 8号の定めがある新株予約権付社債の新株予約権に限ります。）
の行使により取得可能な株券 

６． 信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の行使、または信託

財産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債の新株予約権（前号に定め

るものを除きます。）の行使により取得可能な株券 

（先物取引等の運用指図・目的・範囲） 

第27条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動リスクを回避するため、わ

が国の証券取引所における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オ

プション取引ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行

うことの指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取り

扱うものとします。（以下同じ。） 

１． 先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付

けの指図は、建玉の合計額が、ヘッジの対象とする有価証券（以下「ヘッジ対象有

価証券」といいます。）の時価総額の範囲内とします。 

２． 先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付

けの指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象有価証券の組入可能額（組入ヘッジ対象

有価証券を差し引いた額）に信託財産が限月までに受け取る組入公社債および組入



 

外国貸付債権信託受益証券ならびに組入貸付債権信託受益権の利払金および償還

金を加えた額を限度とし、かつ信託財産が限月までに受け取る組入有価証券にかか

る利払金および償還金等ならびに第 22 条第２項各号に掲げる金融商品で運用して

いる額の範囲内とします。 

３． コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、本条で規定す

る全オプション取引にかかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産

の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。 

② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避するため、わが国の取引所

における通貨にかかる先物取引ならびに外国の取引所における通貨にかかる先物取引

およびオプション取引を次の範囲で行うことの指図をすることができます。 

１． 先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付

けの指図は、建玉の合計額が、為替の売予約と合わせて、ヘッジ対象とする外貨

建資産（外国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預

金その他の資産をいいます。以下同じ。）の時価総額とマザーファンドの信託財

産に属するヘッジ対象とする外貨建資産のうち信託財産に属するとみなした額

（信託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額にマザーファンドの信

託財産の純資産総額に占めるヘッジ対象とする外貨建資産の時価総額の割合を乗

じて得た額をいいます。）の合計額の範囲内とします。 

２． 先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付

けの指図は、建玉の合計額が、為替の買予約と合わせて、外貨建有価証券の買付

代金等実需の範囲内とします。 

３． コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、支払いプレミ

アム額の合計額が取引時点の保有外貨建資産の時価総額の 5％を上回らない範囲

内とし、かつ本条で規定する全オプション取引にかかる支払いプレミアム額の合

計額が取引時点の信託財産の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、わが国の取引所に

おける金利にかかる先物取引およびオプション取引ならびに外国の取引所におけるこれ

らの取引と類似の取引を次の範囲で行うことの指図をすることができます。 

１． 先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付

けの指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象とする金利商品（信託財産が受け取る

組入有価証券の利払金および償還金等ならびに第22条第２項各号に掲げる金融商

品で運用されているものをいい、以下「ヘッジ対象金利商品」といいます。）の

時価総額の範囲内とします。 

２． 先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付

けの指図は、建玉の合計額が、信託財産が限月までに受け取る組入有価証券にか

かる利払金および償還金等ならびに第22条第２項各号に掲げる金融商品で運用し

ている額（以下本号において金融商品運用額等といいます。）の範囲内とします。

ただしヘッジ対象金利商品が外貨建で信託財産の外貨建資産組入可能額（約款上

の組入可能額から保有外貨建資産の時価総額を差し引いた額。以下同じ。）に信

託財産が限月までに受け取る外貨建組入公社債および組入外国貸付債権信託受益

証券ならびに外貨建組入貸付債権信託受益権の利払金および償還金を加えた額が

当該金融商品運用額等の額より少ない場合には外貨建資産組入可能額に信託財産

が限月までに受け取る外貨建組入有価証券にかかる利払金および償還金等を加え

た額を限度とします。 

３． コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、支払いプレミ

アム額の合計額が取引時点のヘッジ対象金利商品の時価総額の 5％を上回らない

範囲内とし、かつ本条で規定する全オプション取引にかかる支払いプレミアム額

の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。 

（スワップ取引の運用指図・目的・範囲） 

第28条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクおよび為替

変動リスクを回避するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なった受取金利と

その元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行

うことの指図をすることができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第 5条に定める

信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能



 

なものについてはこの限りではありません。 

③ スワップ取引の指図にあたっては、信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の総額と

マザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の額のうち信託財産に属す

るとみなした額との合計額（以下「スワップ取引の想定元本の合計額」といいます。以下

本項において同じ。）が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。なお、信託財

産の一部解約等の事由により、上記純資産総額が減少して、スワップ取引の想定元本の合

計額が信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超

える額に該当するスワップ取引の一部の解約を指図するものとします。 

④ 前項においてマザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の総額のう

ち信託財産に属するとみなした額とは、マザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引

の想定元本の総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める信託財産に属する

マザーファンドの受益証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

⑤ スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額

で評価するものとします。 

⑥ 委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたとき

は、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

（同一銘柄の転換社債等への投資制限） 

第29条 委託者は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および新株予約権付社債のうち商法

第 341条ノ 3第 1項第 7号および第 8号の定めがあるものの時価総額とマザーファンド
の信託財産に属する当該転換社債および新株予約権付社債のうち商法第 341 条ノ 3 第 1
項第 7 号および第 8 号の定めがあるものの時価総額のうち信託財産に属するとみなした
額の合計額が、信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をし

ません。 

② 前項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンド

の受益証券の時価総額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該転換

社債および新株予約権付社債のうち商法第 341条ノ 3第 1項第 7号および第 8号の定
めがあるものの時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

（有価証券の貸付の指図および範囲） 

第30条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社

債を次の各号の範囲内で貸付けの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有す

る株式の時価合計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財

産で保有する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

② 前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超え

る額に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行う

ものとします。 

（特別の場合の外貨建有価証券への投資） 

第31条 外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と

認められる場合には、制約されることがあります。 

（外国為替予約の指図） 

第32条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産とマザーファンドの信託財産に属する外貨建

資産のうち信託財産に属するとみなした額（信託財産に属するマザーファンドの時価総額

にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じ

て得た額をいいます。）との合計額について、当該外貨建資産のヘッジのため、外国為替

の売買の予約を指図することができます。 

（外貨建資産の円換算および予約為替の評価） 

第33条 信託財産に属する外貨建資産の円換算は、原則として、わが国における計算日の対顧

客電信売買相場の仲値によって計算します。 

② 前条に規定する予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売

買相場の仲値によって計算します。 

（保管業務の委任） 

第34条 受託者は、委託者と協議のうえ、信託財産に属する資産を外国で保管する場合には、

その業務を行うに充分な能力を有すると認められる金融機関と保管契約を締結し、これを



 

委任することができます。 

（有価証券の保管） 

第35条 受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等に預託し

保管させるこができます。 

（混蔵寄託） 

第36条 金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で

決済する取引により取得した外国において発行された譲渡性預金証書またはコマーシャ

ル・ペーパーは、当該金融機関または証券会社が保管契約を締結した保管機関に当該金融

機関または証券会社の名義で混蔵寄託できるものとします。 

（一括登録） 

第37条 信託財産に属する国債証券のうち振替決済にかかる国債証券については、日本銀行で

保管することがあります。この場合、日本銀行においては日本銀行名義で一括登録するこ

とがあります。 

（信託財産の表示および記載の省略） 

第38条 信託財産に属する有価証券については、委託者または受託者が必要と認める場合のほ

か、信託の表示および記載をしません。 

（一部解約の請求および有価証券の売却等の指図） 

第39条 委託者は、信託財産に属するマザーファンドの受益証券にかかる信託契約の一部解約

の請求ならびに信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 

（再投資の指図） 

第40条 委託者は、前条の規定による一部解約金並びに売却の代金、有価証券にかかる償還金

等、株式の清算分配金、有価証券等の利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投

資することの指図ができます。 

（資金の借入れ） 

第41条 委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に

伴う支払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を

含みます。）を目的として、または再投資にかかる収益分配金の支払資金の手当てを目的

として、資金借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をすることができま

す。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。 

② 一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開始日

から信託財産で保有する有価証券の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代

金支払開始日から信託財産で保有する金融商品の解約代金入金日までの間もしくは受益

者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの

期間が 5 営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券の売却代金、

金融商品の解約代金および有価証券等の償還金の合計額を限度とします。ただし、資金借

入額は借入れ指図を行う日における信託財産の純資産総額の 10％以内とします。 

③ 収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産から収益分配金が支弁される日から

その翌営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

④ 借入金の利息は信託財産中より支弁します。 

（損益の帰属） 

第42条 委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者

に帰属します。 

（受託者による資金の立替え） 

第43条 信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場

合で、委託者の申出があるときは、受託者は資金の立替えをすることができます。 

② 信託財産に属する有価証券にかかる償還金等、株式の清算分配金、有価証券等にかかる

利子、株式配当金およびその他の未収入金で信託終了日までにその金額を見積もり得るも

のがあるときは、受託者がこれを立て替えて信託財産に繰り入れることができます。 

③ 前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど

別にこれを定めます。 

（信託の計算期間） 

第44条 この信託の計算期間は、毎年 1月 31 日から 7月 30 日まで及び７月 31 日から翌年１月

30 日までとします。ただし、第 1計算期間は、平成 13 年 9月 28 日から平成 14 年 1月 30

日までとします。 

② 前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」



 

といいます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日

より次の計算期間が開始されるものとします。 

（信託財産に関する報告） 

第45条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財産に関する報告書を作成して、これ

を委託者に提出します。 

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信託財産に関する報告書を作成し、これ

を委託者に提出します。 

（信託事務の諸費用） 

第46条 信託財産に関する租税、信託事務の処理および信託財産の財務諸表の監査に要する諸

費用並びに受託者の立て替えた立替金の利息（以下「諸経費」といいます。）は受益者の

負担とし、信託財産中から支弁します。 

② 委託会社は、前項の信託財産の財務諸表の監査に要する諸費用については、実費相当額

の支弁を受ける方法に代えて、信託財産の純資産総額に年 10,000 分の 2 の率を乗じて得

た額（ただし、年間 300 万円を上限とします。）を当該監査に要する諸費用とみなし、そ

のみなし額およびこれにかかる消費税等に相当する金額の合計額の支弁を、毎計算期末お

よび信託終了のとき信託財産中から受けるものとします。本項に基づいて委託会社が信託

財産から支弁を受ける金額については、計算期間を通じて毎日費用計上するものとします。 

（信託報酬等の総額） 

第47条 委託者および受託者の信託報酬の総額は、第 44 条に規定する計算期間を通じて毎日、

信託財産の純資産総額に年 1 万分の 150 の率を乗じて得た金額とします。 

② 前項の信託報酬は、毎計算期末および信託終了のとき信託財産中から支弁するものとし、

委託者および受託者間の配分方法は別に定めるものとします。 

③ 第１項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額を、信託報酬支弁のときに信託財産中

から支弁します。 

④ 委託者は、主要投資対象とするマザーファンドの運用の指図に関する権限の委託を受け

たものが受ける報酬を第 1 項に基づいて委託者が受ける報酬から毎計算期末および信託

終了の時支弁するものとし、その報酬額は、信託財産の純資産総額に年 10,000 分の 42

の率を乗じて得た額とします。 

（利益の処理方法） 

第48条 信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

１．配当金、利子、貸付有価証券にかかる品貸料およびこれらに類する収益から支払

利息を控除した額（以下「配当等収益」といいます。）は、諸経費、信託報酬お

よび当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除した後その残金を受益者

に分配することができます。ただし、次期以降の分配金にあてるため、その一部

を分配準備積立金として積み立てることができます。 

２．売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下「売買益」といいます。）は、諸

経費および信託報酬および当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除し、

繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもって補てんした後、受益者に分

配することができます。ただし、次期以降の分配にあてるため、分配準備積立金

として積み立てることができます。 

② 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰り越します。 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責） 

第49条 受託者は、収益分配金および償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額を受

益権口数で除した額をいいます。以下同じ。）については第 50 条第 1 項および第 3項に

それぞれ規定する支払開始日の前日までに、一部解約金については第 50 条第 4 項に規定

する支払日までに、その全額を委託者に交付します。 

② 前項の規定により委託者に収益分配金、償還金および一部解約金を交付した後は、受託

者は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

（収益分配金、償還金および一部解約金の支払い） 

第50条 収益分配金は、毎計算期間の終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から収益分配

金交付票と引き換えに受益者に支払います。 

② 前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者に

対しては、委託者は、原則として、毎計算期間終了日の翌営業日に、収益分配金を委託者

の指定する証券会社および登録金融機関に交付します。この場合、委託者の指定する証券         

 



 

会社および登録金融機関は、受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益証券 

の取得の申込みに応じるものとします。 

③ 償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から受益証券と引換えに受益

者に支払います。 

④ 一部解約金は、受益者の請求を受け付けた日から起算して、原則として、5 営業日目か

ら受益者に支払います。 

⑤ 前各項（第 2項を除きます）に規定する収益分配金、償還金および一部解約金の支払い

は、委託者の指定する証券会社および登録金融機関の営業所等において行うものとします。 

⑥ 収益分配金、償還金および一部解約金にかかる収益調整金は、原則として各受益者毎の

信託時の受益証券の価額等に応じて計算されるものとします。 

⑦ 前項に規定する収益調整金は、所得税法施行令第 27 条の規定によるものとし、各受益

者毎の信託時の受益証券の価額と元本との差額をいい、原則として、追加信託のつど当該

口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。また、各受益者毎の

信託時の受益証券の価額等とは、原則として、各受益者毎の信託時の受益証券の価額をい

い、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配金のつど調整されるものとし

ます。 

⑧ 記名式の受益証券を有する受益者は、あらかじめその印鑑を届け出るものとし、第１項

の場合には収益分配金交付票に、第 3項および第 4項の場合には受益証券に、記名し届出

印を押捺するものとします。 

⑨ 委託者は、前項の規定により押捺された印影を届出印と照合し、相違ないものと認めて

収益分配金および償還金もしくは一部解約金の支払いをしたときは、印鑑の盗用その他の

事情があっても、そのために生じた損害についてその責を負わないものとします。 

（収益分配金および償還金の時効） 

第51条 受益者が、収益分配金については前条第 1 項に規定する支払開始日から 5 年間その支

払いを請求しないとき、ならびに信託終了による償還金について前条第 3項に規定する支

払開始日から 10 年間その支払いを請求しないときは、その権利を失い、委託者が受託者

から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

（一部解約） 

第52条 受益者は、自己の有する受益証券につき、委託者に１口単位をもって一部解約の実行

を請求することができます。 

② 委託者は、前項の一部解約の実行の請求を受け付けた場合には、この信託契約の一部を

解約します。 

③ 前項の一部解約の価額は、一部解約の実行請求日の翌営業日の基準価額とします。 

④ 受益者が、第１項の一部解約の実行の請求をするときは、委託者の指定する証券会社ま

たは登録金融機関に対し、受益証券をもって行うものとします。 

⑤ 委託者は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事

情があるときは、第１項による一部解約の実行の請求の受付けを中止することができます。

なお、一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付中止以前

に行った当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の

実行の請求を撤回しない場合には、当該証券の一部解約の価額は、当該受付中止を解除し

た後の最初の基準価額の計算日に一部解約の実行の請求を受け付けたものとして第 3 項

の規定に準じて計算された価額とします。 

（信託契約の解約） 

第53条 委託者は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利で

あると認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意のうえ、この

信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託者はあら

かじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

② 委託者は、信託契約の一部を解約することにより純資産総額が 10 億円を下回ること

となった場合には、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させるこ

とができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督

官庁に届け出ます。 

③ 委託者は、前 2項の事項について、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、かつ、

その旨を記載した書面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対し交付します。ただ

し、この信託契約に係る全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公

告を行いません。 



 

④ 前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対し異

議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

⑤ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分

の一を超えるときは、第 1項および第 2項の信託契約の解約をしません。 

⑥ 委託者は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨およびその

理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付し

ます。ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行い

ません。 

⑦ 第 4項から前項までの規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生

じている場合であって、第 4 項の一定の期間が一月を下らずにその公告および書面の交

付を行うことが困難な場合には適用しません。 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 

第54条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にした

がい、信託契約を解約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託を変更しようとするときは、第 58 条の

規定にしたがいます。 

（委託者の認可取消等に伴う取扱い） 

第55条 委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止した

ときは、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信

託委託業者に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第 58 条第 4 項に該当する場合

を除き、当該投資信託委託業者と受託者との間において存続します。 

（委託者の営業の譲渡および承継に伴う取扱い） 

第56条 委託者は、営業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約

に関する営業を譲渡することがあります。 

② 委託者は、分割により営業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、こ

の信託契約に関する営業を承継することがあります。 

（受託者の辞任に伴う取扱い） 

第57条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、委

託者は、第 58 条の規定にしたがい、新受託者を選任します。 

② 委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了

させます。 

（信託約款の変更） 

第58条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生した

ときは、受託者と合意のうえ、この信託約款を変更することができるものとし、あらかじ

め変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ます。 

② 委託者は、前項の事項うち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しよう

とする旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託契約に

係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託契約に係る全ての受益者に

対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

③ 前項の公告および書面には、受益者の異議のある者は一定の期間内に委託者に対し異議

を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

④ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の

一を超えるときは、第 1項の信託約款の変更をしません。 

⑤ 委託者は、当該信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨およびその理

由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。

ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

（反対者の買取り請求権） 

第59条 第53条に規定する信託契約の解約または前条に規定する信託約款の変更を行う場合に

おいて、第 53 条第 4 項または前条第 3項の一定の期間内に委託者に対して異議を述べた

受益者は受託者に対し、自己の有する受益証券を、信託財産をもって買取るべき旨を請求

することができます。 

（公告） 

第60条 委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 



 

第61条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定

めます。 

 

平成 13 年 9月 28 日 

  

委託者    

    

受託者    
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運用の基本方針 

 

約款第 15 条に基づき委託者の定める方針は、次のものとします。 

１．基本方針 

この投資信託は、安定した収益の確保および信託財産の着実な成長をはかることを目的とし

て運用を行います。 

２．運用方法 

  (1) 投資対象 

世界各国の転換社債を主要投資対象とします。 

なお、有価証券等の価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するため、国内において

行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨にか

かる先物取引、通貨にかかる選択権取引、金利にかかる先物取引および金利にかかるオプシ

ョン取引ならびに外国の市場における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証

券オプション取引、通貨にかかる先物取引、通貨にかかるオプション取引、金利にかかる先

物取引および金利にかかるオプション取引と類似の取引（以下「有価証券先物取引等」とい

います。）を行うことができます。 

また、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクおよび為替変動リス

クを回避するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元本を

一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことができ

ます。 

 (2) 投資態度 

① 転換社債への投資にあたっては、投資地域分散をはかりながら、価格水準、株価との連

動性等の投資効率、発行企業自体の成長性および安定性等を総合的に勘案して選定した

銘柄に投資し、信託財産の着実な成長をめざした運用を行います。 

② 外貨建て資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

(3) 投資制限 

① 株式（新株引受権証券を含みます。）への投資割合は、信託財産の純資産総額の 30％以

下とします。 

② 新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時において信託財産の純資

産総額の 20％以下とします。 

③ 同一銘柄の株式への投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の 10％以下とし

ます。 

④ 同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、信託財産の純資産総

額の 5％以下とします。 

⑤ 同一銘柄の転換社債および新株予約権付社債のうち商法第 341条ノ 3第 1項第 7号およ
び第 8号の定めがあるものへの投資割合は、信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 
⑥ 外貨建資産への投資には、制限を設けません。 

⑦ 有価証券先物取引等は、約款第 20 条の範囲で行います。 

⑧ スワップ取引は、約款第 21 条の範囲で行います。 



 

ＪＦワールド・ＣＢ・オープン・マザーファンド 

親投資信託約款 

 

（信託の種類、委託者および受託者） 

第1条 この信託は、その受益権を他の投資信託の受託者に取得させることを目的とする証券

投資信託であり、ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャ

パン株式会社を委託者とし、住友信託銀行株式会社を受託者とします。 

（信託事務の委託） 

第2条 受託者は、信託事務の処理の一部について、金融機関の信託業務の兼営等に関する法

律第1条第1項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の金融機関と信託契約を締

結し、これを委託することができます。 

（信託の目的および金額） 

第3条 委託者は、金 3,175,244,109 円を上限として受益者のために利殖の目的をもって信託

し、受託者はこれを引き受けます。 

（信託金の限度額） 

第4条 委託者は、受託者と合意のうえ、金 2,000 億円を上限として信託金を追加することが

できます。 

② 追加信託が行われたときは、受託者はその引き受けを証する書面を委託者に交付します。 

③ 委託者は、受託者と合意のうえ、第１項の限度額を変更することができます。 

（信託期間） 

第5条 この信託の期間は、信託契約締結日から第 45 条第 1項および第 2項、第 46 条第 1項、

第 47 条第 1項および第 49 条第 2項の規定による信託契約解約の日までとします。 

（受益証券の取得申込みの勧誘の方法） 

第6条 この信託にかかる受益証券の取得申込みの勧誘は、投資信託及び投資法人に関する法

律第 2条第 14 項で定める適格機関投資家私募により行われます。 

（受益者） 

第7条 この信託の元本および収益の受益者は、この信託の受益証券を投資対象とするジェ

ー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・マネジメント・ジャパン株式会社の追加型

証券投資信託の受託者である住友信託銀行株式会社とします。 

（受益権の分割および再分割） 

第8条 委託者は、第 3 条の規定による受益権については 3,175,244,109 口に、追加信託によ

って生じた受益権については、これを追加信託のつど第 9条第１項の追加口数に、それぞ

れ均等に分割します。 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。 

（追加信託金の計算方法） 

第9条 追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の信託財産の資産総額（信託財産に属す

る資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を法令および社団法人投資信託協会規則

に従って時価評価します。以下同じ）から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」

といいます。）を受益権総口数で除した金額に、当該追加信託にかかる受益権の口数を乗

じた額とします。 

（信託日時の異なる受益権の内容） 

第10条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありませ

ん。 

（受益証券の発行および種類） 

第11条 委託者は、第 8 条の規定により分割された受益権を表示する記名式の受益証券を発行

します。 

② 委託者が発行する受益証券は、1口の整数倍の口数を表示した受益証券とします。 

③ 受益者は当該受益証券を他に譲渡することはできません。 

（受益証券の発行についての受託者の認証） 

第12条 委託者は、前条第 1 項の規定により受益証券を発行するときは、その発行する受益証

券がこの信託約款に適合する旨の受託者の認証を受けなければなりません。 

② 前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し記名捺印することによ

って行います。 

(投資の対象とする資産の種類) 

第13条 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 



 

１．次に掲げる特定資産（｢特定資産｣とは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1

項で定めるものをいいます。以下同じ。） 

イ． 有価証券 

ロ． 有価証券指数等先物取引に係る権利 

ハ． 有価証券オプション取引に係る権利 

ニ． 外国市場証券先物取引に係る権利 

ホ． 金銭債権（イ、ヘ、チに掲げるものを除きます。） 

ヘ． 約束手形（証券取引法第 2条第 1項第 8号に掲げるものを除きます） 

ト． 金融先物取引等にかかる権利 

チ． 金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則第 4 条第 6

号で定める｢スワップ取引｣に限ります。）にかかる権利 

リ． 金銭を信託する信託（信託財産を主として前各号に掲げる資産に対する投資とし

て運用することを目的とする場合に限ります。）の受益権 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ．外国有価証券市場において行われる有価証券先物取引と類似の取引にかかる取引 

ロ．為替手形 

（運用の指図範囲） 

第14条 委託者（第 16 条に規定する委託者から委託を受けた者を含みます。以下、第 15 条、

第 17 条から第 23 条まで、第 25 条、第 32 条から第 34 条までについて同じ。）は、信託

金を、前条の資産のうち主として次の有価証券に投資することを指図します。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分

離型新株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．コマーシャル・ペーパー  

７．外国または外国法人の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性

質を有するもの 

８．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。）お

よび新株予約権証券（外国または外国法人が発行する証券または証書で、かかる

性質を有するものを含みます。） 
９．外国法人の発行する証券または証書で、銀行業を営む者その他の金銭の貸付けを

業として行う者の貸付債権を信託する信託の受益権またはこれに類する権利を表

示するもの（以下「外国貸付債権信託受益証券」といいます。） 

１０．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

１１．銀行、信託会社その他政令で定める金融機関または主として住宅の取得に必要な

長期資金の貸付けを業として行う者の貸付債権を信託する信託の受益権および外

国法人に対する権利で同様の権利の性質を有するもの（以下「住宅ローン債権信

託受益権」といいます。） 

なお、第１号の証券または証書および第７号の証券または証書のうち第１号の証券

または証書の性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から第５号までの証券

および第７号の証券のうち第２号から第５号までの証券の性質を有するものを以下

「公社債」といいます。 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運用す

ることを指図することができます。 

１． 預金 

２． 指定金銭信託 

３． コ－ル・ロ－ン 

４． 手形割引市場において売買される手形 

③ 第１項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応

等、委託者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、前項各号に掲げる金融

商品により運用することの指図ができます。 

④ 委託者は、信託財産に属する株式、新株予約権証券および新株引受権証券の時価総額が、

信託財産の純資産総額の 100 分の 30 を超えることとなる投資の指図をしません。 



 

⑤ 委託者は、取得時において信託財産に属する新株引受権証券および新株予約権証券の時

価総額が、信託財産の純資産総額の 100 分の 20 を超えることとなる投資の指図をしませ

ん。 

（運用の基本方針） 

第15条 委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、

その指図を行います。 

（運用の権限委託） 

第16条 委託者は、運用の指図に関する権限を次の者に委託します。 

JF アセット・マネジメント・リミテッド 

Chater House, 8 Connaught Road, 
Central, HongKong 

② 前項の委託を受けた者が受ける報酬は、この信託を投資対象とする JF ワールド・CB・

オープンおよびＪＦワールド・ＣＢ・オープンＶＡ（適格機関投資家専用）の委託者が当

該信託から受ける報酬より毎計算期末および信託終了の時支弁するものとし、その報酬額

は、当該信託の信託財産の純資産総額に年 10,000 分の 42 の率を乗じて得た額とします。 

③ 第 1項の規定にかかわらず、第 1項により委託を受けた者が、法律に違反した場合、信

託契約に違反した場合、信託財産に重大な損失を生ぜしめた場合等において、委託者は、

運用の指図に関する権限の委託を中止または委託の内容を変更することができます。 

（投資する株式等の範囲） 

第17条 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、証

券取引所に上場されている株式の発行会社の発行するもの、および証券取引所に準ずる市

場において取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当ま

たは社債権者割当により取得する株式および新株引受権証券については、この限りではあ

りません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株

予約権証券で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについて

は委託者が投資することを指図することができるものとします。 

（同一銘柄の株式への投資制限） 

第18条 委託者は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額が、信託財産

の純資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をしません。 

② 委託者は、信託財産に属する同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券の時価総

額が、信託財産の純資産総額の 100 分の 5を超えることとなる投資の指図をしません。 

（信用取引の指図範囲） 

第19条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付ける

ことの指図をすることができます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡

しまたは買い戻しにより行うことの指図をすることができるものとします。 

② 前項の信用取引の指図は、次の各号に掲げる有価証券の発行会社の発行する株券につい

て行うことができるものとし、かつ次の各号に掲げる株券数の合計数を超えないものとし

ます。 

１． 信託財産に属する株券および新株引受権証書の権利行使により取得する株券 

２． 株式分割により取得する株券 

３． 有償増資により取得する株券 

４． 売り出しにより取得する株券 

５． 信託財産に属する転換社債の転換請求および新株予約権（商法第 341条ノ 3第 1
項第 7号および第 8号の定めがある新株予約権付社債の新株予約権に限ります。）
の行使により取得可能な株券 

６． 信託財産に属する新株引受権証券および新株引受権付社債券の行使、または信託

財産に属する新株予約権証券および新株予約権付社債の新株予約権（前号に定め

るものを除きます。）の行使により取得可能な株券 

（先物取引等の運用指図・目的・範囲） 

第20条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動リスクを回避するため、わ
が国の証券取引所における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オ
プション取引ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行
うことの指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取り
扱うものとします。（以下同じ。） 
１． 先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付



 

けの指図は、建玉の合計額が、ヘッジの対象とする有価証券（以下「ヘッジ対象有

価証券」といいます。）の時価総額の範囲内とします。 

２． 先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付

けの指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象有価証券の組入可能額（組入ヘッジ対象

有価証券を差し引いた額）に信託財産が限月までに受け取る組入公社債および組入

外国貸付債権信託受益証券ならびに組入住宅ローン債権信託受益権の利払金およ

び償還金を加えた額を限度とし、かつ信託財産が限月までに受け取る組入有価証券

にかかる利払金および償還金等ならびに第 14 条第２項各号に掲げる金融商品で運

用している額の範囲内とします。 

３． コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、本条で規定す

る全オプション取引にかかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産

の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。 

② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避するため、わが国の取引所に

おける通貨にかかる先物取引ならびに外国の取引所における通貨にかかる先物取引およ

びオプション取引を次の範囲で行うことの指図をすることができます。 

１． 先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付

けの指図は、建玉の合計額が、為替の売予約と合わせて、ヘッジ対象とする外貨建

資産（外国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金そ

の他の資産をいいます。以下同じ。）の時価総額の範囲内とします。 

２． 先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付

けの指図は、建玉の合計額が、為替の買予約と合わせて、外貨建有価証券の買付代

金等実需の範囲内とします。 

３． コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、支払いプレミ

アム額の合計額が取引時点の保有外貨建資産の時価総額の 5％を上回らない範囲内

とし、かつ本条で規定する全オプション取引にかかる支払いプレミアム額の合計額

が取引時点の信託財産の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、わが国の取引所に

おける金利にかかる先物取引およびオプション取引ならびに外国の取引所におけるこれ

らの取引と類似の取引を次の範囲で行うことの指図をすることができます。 

１． 先物取引の売建、コール・オプションの売付けおよびプット・オプションの買付

けの指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象とする金利商品（信託財産が受け取る組

入有価証券の利払金および償還金等ならびに第 14 条第２項各号に掲げる金融商品

で運用されているものをいい、以下「ヘッジ対象金利商品」といいます。）の時価

総額の範囲内とします。 

２． 先物取引の買建、コール・オプションの買付けおよびプット・オプションの売付

けの指図は、建玉の合計額が、信託財産が限月までに受け取る組入有価証券にかか

る利払金および償還金等ならびに第 14 条第２項各号に掲げる金融商品で運用して

いる額（以下本号において金融商品運用額等といいます。）の範囲内とします。た

だしヘッジ対象金利商品が外貨建で信託財産の外貨建資産組入可能額（約款上の組

入可能額から保有外貨建資産の時価総額を差し引いた額。以下同じ。）に信託財産

が限月までに受け取る外貨建組入公社債および組入外国貸付債権信託受益証券な

らびに外貨建組入住宅ローン債権信託受益権の利払金および償還金を加えた額が

当該金融商品運用額等の額より少ない場合には外貨建資産組入可能額に信託財産

が限月までに受け取る外貨建組入有価証券にかかる利払金および償還金等を加え

た額を限度とします。 

３． コール・オプションおよびプット・オプションの買付けの指図は、支払いプレミ

アム額の合計額が取引時点のヘッジ対象金利商品の時価総額の 5％を上回らない

範囲内とし、かつ本条で規定する全オプション取引にかかる支払いプレミアム額の

合計額が取引時点の信託財産の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。 

（スワップ取引の運用指図・目的・範囲） 

第21条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクおよび為替

変動リスクを回避するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なった受取金利と

その元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行

うことの指図をすることができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第 5条に定める



 

信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能

なものについてはこの限りではありません。 

③ スワップ取引の指図にあたっては、当該信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の合

計額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。なお、信託財産の一部解約等の

事由により、上記純資産総額が減少して、スワップ取引の想定元本の合計額が信託財産の

純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に該当する

スワップ取引の一部の解約を指図するものとします。 

④ スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額

で評価するものとします。 

⑤ 委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたとき

は、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

（同一銘柄の転換社債等への投資制限） 

第22条 委託者は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債および新株予約権付社債のうち商法

第 341条ノ 3第 1項第 7号および第 8号の定めがあるものの時価総額が、信託財産の純
資産総額の 100 分の 10 を超えることとなる投資の指図をしません。 

（有価証券の貸付の指図および範囲） 

第23条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社

債を次の各号の範囲内で貸付けの指図をすることができます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有す

る株式の時価合計額を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財

産で保有する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

② 前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超え

る額に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行う

ものとします。 

（特別の場合の外貨建有価証券への投資制限） 

第24条 外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と

認められる場合には、制約されることがあります。 

（外国為替予約の指図） 

第25条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産について、当該外貨建資産のヘッジのため、

外国為替の売買の予約を指図することができます。 

（外貨建資産の円換算および予約為替の評価） 

第26条 信託財産に属する外貨建資産の円換算は、原則として、わが国における計算日の対顧

客電信売買相場の仲値によって計算します。 

② 前条に規定する予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売

買相場の仲値によって計算します。 

（保管業務の委任） 

第27条 受託者は、委託者と協議のうえ、信託財産に属する資産を外国で保管する場合には、

その業務を行うに充分な能力を有すると認められる金融機関と保管契約を締結し、これを

委任することができます。 

（有価証券の保管） 

第28条 受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等に預託し

保管させるこができます。 

（混蔵寄託） 

第29条 金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で

決済する取引により取得した外国において発行された譲渡性預金証書またはコマーシャ

ル・ペーパーは、当該金融機関または証券会社が保管契約を締結した保管機関に当該金融

機関または証券会社の名義で混蔵寄託できるものとします。 

（一括登録） 

第30条 信託財産に属する国債証券のうち振替決済にかかる国債証券については、日本銀行で

保管することがあります。この場合、日本銀行においては日本銀行名義で一括登録するこ

とがあります。 

（信託財産の表示および記載の省略） 

第31条 信託財産に属する有価証券については、委託者または受託者が必要と認める場合のほ



 

か、信託の表示および記載をしません。 

（有価証券の売却等の指図） 

第32条 委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 

（再投資の指図） 

第33条 委託者は、前条の規定による売却代金、有価証券にかかる償還金等、株式の清算分配

金、有価証券にかかる利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指

図ができます。 

（損益の帰属） 

第34条 委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者

に帰属します。 

（受託者による資金の立替え） 

第35条 信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場

合で、委託者の申出があるときは、受託者は資金の立替えをすることができます。 

② 信託財産に属する有価証券にかかる償還金等、株式の清算分配金、有価証券等にかかる

利子、株式の配当金およびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積もりう

るものがあるときは、受託者がこれを立て替えて信託財産に繰り入れることができます。 

③ 前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど

別にこれを定めます。 

（信託の計算期間） 

第36条 この信託の計算期間は、毎年 1月 31 日から翌年１月 30 日までとします。ただし、第 1

計算期間は、平成 13 年 9月 28 日から平成 14 年 1月 30 日までとします。 

② 前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」

といいます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日

より次の計算期間が開始されるものとします。 

（信託財産に関する報告） 

第37条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財産に関する報告書を作成して、これ

を委託者に提出します。 

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信託財産に関する報告書を作成し、これ

を委託者に提出します。 

（信託事務の諸費用） 

第38条 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立て替えた立

替金の利息（以下「諸経費」といいます。）は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁

します。 

（信託報酬） 

第39条 委託者および受託者は、この信託契約に関し信託報酬を収受しません。 

（利益の留保） 

第40条 信託財産から生ずる利益は、信託終了時まで信託財産に留保し、期中には分配を行い

ません。 

（追加信託金および一部解約金の計理処理） 

第41条 追加信託金または信託契約の一部解約金は、当該金額と元本に相当する金額との差額

を、追加信託にあっては追加信託差金、信託契約の一部解約にあっては解約差金として処

理します。 

（償還金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責） 

第42条 受託者は、信託が終了したときは、償還金（信託終了時における信託財産の純資産総

額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ。）の全額を委託者に交付します。 

② 前項の規定により委託者に償還金を交付した後は、受託者は、受益者に対する支払いに

つき、その責に任じません。 

（償還金の支払い） 

第43条 委託者は、受託者より償還金の交付を受けた後、受益証券と引換えに当該償還金を受

益者に支払います。 

（一部解約） 

第44条 委託者は、受益者の請求があった場合には、信託の一部を解約します。 

② 解約金は、一部解約を行う日の前営業日の信託財産の純資産総額を受益権総口数で除し

た金額に、当該一部解約にかかる受益権の口数を乗じた額とします。 

（信託契約の解約） 



 

第45条 委託者は、信託期間中においてこの信託契約を解約することが受益者のため有利であ

ると認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信

託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託者はあらか

じめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

② 委託者は､この信託の受益証券を投資対象とすることを信託約款において定める全ての

証券投資信託がその信託を終了させることとなる場合には、この信託契約を解約し、信託

を終了させます｡この場合において、委託者はあらかじめ、解約しようとする旨を監督官

庁に届け出ます。 

③ 委託者は、前 2項の事項について、あらかじめ解約しようとする旨を公告し、かつその

旨を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託契約に係る

すべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

④ 前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異

議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

⑤ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の

一を超えるときは、第 1項の信託契約の解約を行いません。 

⑥ 委託者は、この信託契約の解約を行わないこととしたときは、解約しない旨及びその理

由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付しま

す。ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告は行いま

せん。 

⑦ 第 4項から前項までの規定は、第 2項の規定に基づいてこの信託契約を解約する場合に

は、適用しません。 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 

第46条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にした

がい、信託契約を解約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第 50

条の規定に従います。 

（委託者の認可取消等に伴う取扱い） 

第47条 委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止した

ときは、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信

託委託業者に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、第 50 条第 4 項に該当する場合

を除き、当該投資信託委託業者と受託者との間において存続します。 

（委託者の営業の譲渡および承継に伴う取扱い） 

第48条 委託者は、営業の全部又は一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に

関する営業を譲渡することがあります。 

② 委託者は、分割により営業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、こ

の信託契約に関する営業を承継させることがあります。 

（受託者の辞任に伴う取扱い） 

第49条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、委

託者は、第 50 条の規定に従い、新受託者を選任します。 

② 委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了

させます。 

（信託約款の変更） 

第50条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生した

ときは、受託者と合意のうえ、この信託約款を変更することが出来るものとし、あらかじ

め、変更しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ます。 

② 委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ変更し

ようとする旨及びその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託契

約に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託契約に係るすべての

受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

③ 前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異

議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

④ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一

を超える時は、第 1項の信託約款の変更をしません。 

⑤ 委託者は、当該信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨及びその理由



 

を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。

ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告は行いません。 

（反対者の買取り請求権） 

第51条 第45条に規定する信託契約の解約または前条に規定する信託約款の変更を行う場合に

おいて、第 45 条第 4 項または前条第 3項の一定の期間内に委託者に対して異議を述べた

受益者は受託者に対し、自己の有する受益証券を、信託財産をもって買取るべき旨を請求

することができます。 

（利益相反のおそれがある場合の受益者への書面交付） 

第52条 委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第 28 条第 2項に定める書面を交付しま

せん。 

（運用報告書） 

第53条 委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第 33 条に定める運用報告書を交付しま

せん。 

（公告） 

第54条 委託者が行う公告は、日本経済新聞に掲載します。 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 

第55条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定

めます。 

 

平成 13 年 9月 28 日 

 委託者    

 

   受託者    
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